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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 65,344 78,067 70,926 72,839 92,032

経常利益（百万円） 4,285 5,189 3,056 4,618 7,007

当期純利益（百万円） 2,261 2,931 1,162 2,740 4,507

包括利益（百万円） － － － － 4,240

純資産額（百万円） 20,040 21,836 21,398 23,844 27,422

総資産額（百万円） 48,419 52,655 42,868 56,940 62,597

１株当たり純資産額（円） 387.64 422.39 421.39 469.64 540.14

１株当たり当期純利益金額（円） 44.50 57.71 22.88 53.97 88.77

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 40.7 40.8 49.9 41.9 43.8

自己資本利益率（％） 11.9 14.2 5.4 12.1 17.6

株価収益率（倍） 13.6 8.3 23.3 16.8 12.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
3,123 3,981 8,880 7,905 5,748

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△4,085 △4,182 △4,670 △8,290 △5,636

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
644 154 △3,886 821 567

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
1,184 1,146 1,416 1,858 2,428

従業員数（人） 1,820 1,868 1,921 2,278 2,307

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 61,131 72,646 65,758 60,760 71,122

経常利益（百万円） 3,554 3,657 3,322 3,069 4,475

当期純利益（百万円） 1,700 2,047 643 1,120 2,773

資本金（百万円） 2,546 2,546 2,546 2,546 2,546

発行済株式総数（千株） 50,935 50,935 50,935 50,935 50,935

純資産額（百万円） 16,353 17,328 17,095 17,846 19,924

総資産額（百万円） 40,224 44,231 36,859 44,553 48,959

１株当たり純資産額（円） 321.79 341.09 336.65 351.50 392.46

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

9.0

 （　 4.0）

10.0

（　 5.0）

12.0

（ 　6.0）

12.0

（ 　5.0）

13.0

（ 　6.0）

１株当たり当期純利益金額（円） 33.45 40.29 12.67 22.07 54.63

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 40.7 39.2 46.4 40.1 40.7

自己資本利益率（％） 10.7 12.2 3.7 6.4 14.7

株価収益率（倍） 18.1 11.9 42.1 41.1 20.6

配当性向（％） 26.9 24.8 94.7 54.4 23.8

従業員数（人） 1,119 1,133 1,176 1,196 1,216

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【沿革】

　当社は、昭和44年４月１日に日本蓄電池製造㈱と神戸電機㈱が合併し、新神戸電機㈱として新発足したが、合併まで

の両社及び主な連結子会社の沿革は次のとおりである。

（旧）日本蓄電池製造㈱

大正５年12月 東京、大森に日本蓄電池㈱設立、蓄電池の製造、販売開始

昭和15年１月 東京に隅田工場建設

18年６月 静岡に沼津工場建設

20年 空襲により３工場焼失

21年５月 東京、荒川に本店移転、東京工場建設

23年11月企業再建整備法により、日本蓄電池製造㈱として再発足

30年12月東京、中央区に本店移転

35年12月東京、新宿区に本店移転

36年10月東京・大阪両証券取引所市場第二部に上場

37年４月 埼玉県に埼玉工場建設

41年９月 日立バッテリー販売サービス㈱（現・連結子会社）が、日立バッテリー販売㈱として設立

42年３月 東京工場の生産を埼玉工場に全面移管（現・埼玉事業所）

合併に至る

（旧）神戸電機㈱

大正６年５月 神戸市に㈱神戸電機製作所設立、蓄電池・電気機器の製造、販売開始

７年７月 大阪に浦江工場建設

昭和５年５月 浦江工場でフェノール樹脂製品の製造開始

15年５月 兵庫に尼崎工場建設

16年５月 石産自動車工業㈱、㈱石産製作所、㈱大久鉄工所、日東機械㈱を合併し、石産精工㈱に社名変更、機

械工業部、化学工業部を設置

17年４月 大阪に守口工場建設

18年７月 化学工業部門を石産精工㈱より分離、神戸電機㈱設立、蓄電池・電気機器の本来の事業に戻る。本

店を大阪市とする

24年５月 証券取引所再開に伴い、大阪証券取引所に上場

37年５月 滋賀県に彦根工場建設

41年３月 浦江工場の樹脂製品生産を彦根工場に移管（現・彦根事業所）

42年10月新神戸テクノサービス㈱（現・連結子会社）が、㈱神戸電池製作所として設立

合併に至る

　合併後の当社及び主要な連結子会社の沿革は、次のとおりである。

新神戸電機㈱

昭和44年４月 両社合併により、日本蓄電池製造㈱を存続会社として、同社の社名を新神戸電機㈱と変更して新発

足。本店（東京都千代田区）、工場（守口工場、埼玉工場、彦根工場）の３工場体制

45年２月 埼玉県に機器工場建設

47年８月 東京・大阪両証券取引所市場第一部に昇格

49年11月本店を東京都新宿区西新宿に移転

53年３月 平野化学工業㈱の株式を取得

57年４月 三重県名張市に名張工場を建設し、守口工場を移転（現・名張事業所）

平成８年６月 本店を東京都中央区日本橋本町に移転

10年２月 機器工場を埼玉工場に統合

12年４月 平野化学工業㈱を新神戸プラテックス㈱（現・連結子会社）に商号変更

15年５月 中国東莞市に日立蓄電池（東莞）有限公司（現・連結子会社）を設立

15年６月 委員会等設置会社に移行

16年６月 リチウムイオン電池の設計、製造を新たに設立した日立ビークルエナジー㈱に移管

17年10月本店を東京都中央区明石町に移転

21年10月新町コンデンサ㈱（現・日立エーアイシー㈱・連結子会社）の株式を取得し、完全子会社化

22年８月 タイにHitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.（現・連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社。以下同じ。）は、当社（新神戸電機㈱）、子会社６社及び関連

会社３社により構成されており、その主な事業内容は、電池・電気機器、コンデンサ、合成樹脂製品の製造、販売であ

り、当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりである。

　なお、次の事業区分は「第５　経理の状況　１．(1）連結財務諸表　注記」に掲げるセグメントの区分と同一である。

報告セグメント 主要製品 当該事業における各社の位置付け

電池・電気機器

部門

鉛蓄電池（自動車用、二輪車用、フォー

クリフト用、産業用、電力貯蔵用、小形制

御弁式）

リチウムイオン電池（産業用）

リチウムイオンキャパシタ　

アルカリ蓄電池（ポケット式、焼結式）

充電器

電源システム機器（直流電源装置、無停

電電源装置、電力貯蔵用電源装置）

蓄電制御システム　

カートシステム（バッテリー式乗用ゴ

ルフカート、エンジン式乗用ゴルフカー

ト、電動ゴルフカート、バッグ搬送車）

当社

全製品の製造、販売

日立バッテリー販売サービス㈱

電池・電気機器及びゴルフカートの販売、サービス

新神戸テクノサービス㈱

電池の製造、販売

日立蓄電池（東莞）有限公司

電池の製造、販売

Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.

電池の製造、販売

日立ビークルエナジー㈱

リチウムイオン電池の製造、販売

台湾神戸電池（股）

電池の製造、販売

コンデンサ部門

　

アルミ電解コンデンサ　

フィルムコンデンサ　

蒸着製品　　

日立エーアイシー㈱

コンデンサの製造、販売

合成樹脂製品

部門

熱硬化性樹脂成形品

熱可塑性樹脂成形品

複合電装成形品

単層押出シート、多層押出シート

加飾シート

電気絶縁用積層板

プリント配線板用銅張積層板

多層プリント配線板用内層回路入り銅

張積層板（シールド板）

高耐熱多層材料

電気絶縁高熱伝導材料

当社

全製品の製造、販売

新神戸プラテックス㈱

合成樹脂製品の製造、販売

新神戸テクノサービス㈱

合成樹脂製品の製造、販売

日立蓄電池（東莞）有限公司

合成樹脂製品の製造、販売

　（注）　上記のほか、当社は親会社である㈱日立製作所に電池・電気機器を販売し、親会社である日立化成工業㈱に合成

樹脂製品を販売し、また同社が製造する合成樹脂製品を仕入れている。 　
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[事業系統図]（平成23年３月31日現在）

以上に述べた事項の事業系統図は、以下のとおりである。

なお、当社は、タイに平成22年８月10日付でHitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.を新たに設立し、連結子

会社とした。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

㈱日立製作所

（注１・２）
東京都千代田区 409,129

電子電気機械器具の

製造、販売

59.2

(59.2)　

当社製品の販売先

製品の仕入先　

日立化成工業㈱

（注２）
東京都新宿区 15,454

合成樹脂製品の製

造、販売
58.9

当社製品の販売先

製品の仕入先

役員の兼任あり

　（注）１．議決権の被所有割合欄の（　）内数値は、間接被所有割合で内数表示している。

２．有価証券報告書の提出会社である。

　

(2）連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容

日立エーアイシー㈱

（注１・２）　
東京都中央区　 490

コンデンサの製造、

販売　
100.0

当社製品の販売先

製品の仕入先

役員の兼任あり

日立バッテリー販売

サービス㈱
東京都荒川区 150

電池・電気機器及び

ゴルフカートの販

売、サービス

100.0
当社製品の販売

役員の兼任あり

新神戸プラテックス

㈱（注１）
大阪府枚方市 40

合成樹脂製品の製

造、販売
100.0

製品の仕入先

役員の兼任あり

新神戸テクノサービ

ス㈱
埼玉県深谷市 50

電池並びに合成樹脂

製品の製造、販売
100.0

当社製品の販売先

製品の仕入先

日立蓄電池（東莞）

有限公司（注１）
中国

162,355

（千RMB）

電池並びに合成樹脂

製品の製造、販売
100.0

当社製品の販売先

製品の仕入先

Hitachi Storage
Battery (Thailand)
Co., Ltd.

（注１・３）

タイ
345,000

(千BAHT)
電池の製造、販売 99.9役員の兼任あり

　（注）１．特定子会社に該当する。

２．日立エーアイシー㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が100分の10を超えているが、コンデンサ部門の売上高に占める当該連結子会社の売上高（セグメント間

の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要な損益情報等の記載を省略し

ている。

３．平成22年８月10日に、Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd. を設立した。

　

(3）持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容

日立ビークルエナ

ジー㈱（注２）
茨城県ひたちなか市 7,500

リチウムイオン電池

の製造、販売
24.7

製品の仕入先

役員の兼任あり

台湾神戸電池（股）

（注３）
台湾

739,570

(千NT$)
電池の製造、販売 27.1役員の兼任あり

南通海立電子有限公

司（注１）
中国　

20,357

(千RMB)

コンデンサの製造、

販売　

47.5

(47.5)　
なし

　（注）１．議決権の所有割合欄の（　）内数値は、間接所有割合で内数表示している。

２．債務超過会社で債務超過の額は、平成23年３月末時点で16,210百万円となっている。

３．台湾神戸電池（股）は、平成22年11月に株式の追加取得を行い持株比率は26.3％から27.1％に増加した。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電池・電気機器部門 1,278 

コンデンサ部門 330　

合成樹脂製品部門 614 

全社（共通） 85 

合計 2,307 

　（注）１．従業員数は、就業人員である。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,216 39.1 16.5 6,845,628

　

セグメントの名称 従業員数（人）

電池・電気機器部門 790 　

コンデンサ部門 － 　

合成樹脂製品部門 341 　

全社（共通） 85 　

合計 1,216 　

　（注）１．従業員数は、就業人員である。

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでいる。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループの労働組合は次のとおりであり、それぞれ会社との関係は円満に推移しており、特記すべき事項はな

い。

会社名 組合名 上部団体名

新神戸電機㈱ 新神戸電機労働組合 全日本電機・電子・情報関連産業

労働組合連合会新神戸プラテックス㈱ 新神戸プラテックス労働組合

日立エーアイシー㈱ 日立エーアイシー労働組合 －

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

  8/117



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

①　当連結会計年度の概況

　当連結会計年度における我が国経済は、政府の景気刺激策の効果に加えアジア経済を中心とした好調を背景に

輸出が伸長するなど、概ね回復基調で推移してきた。当社グループの主要顧客である自動車業界においては、年度

前半はエコカー補助金・減税制度により著しい回復を見せたが、後半は補助金制度終了により需要が減少した。

また、今年３月11日に発生した東日本大震災は国内経済に深刻な影響を与えた。

　このような状況下、当社グループは新エネルギーや環境対応車等を中心とした低炭素社会の実現に向けた製品

開発に注力してきた。さらに、グローバル市場の拡大及び加速するASEAN地域の自動車用蓄電池の需要を取り込む

べくタイに生産拠点を設立し、平成23年度中の量産開始を目指して準備を進めている。

当連結会計年度における連結業績については、自動車生産の回復とコンデンサ部門の通年寄与により売上高

920億３千２百万円（前年度比26％増）、営業利益70億２千２百万円（前年度比33％増）、経常利益70億７百万円

（前年度比52％増）、当期純利益45億７百万円（前年度比64％増）となった。

　なお、東日本大震災により、当社グループでは一部設備の被害や停電等による影響はあったが、操業に深刻な影

響を与える被害はなかった。

　

②　セグメント別の概況

電池・電気機器部門

　当部門の売上高は571億７千７百万円（前年度比23％増）、営業利益は46億４千５百万円（前年度比50％増）

となった。

車両用電池

　車両用電池の売上高は322億３千６百万円（前年度比27％増）となった。

■自動車用電池

補修用は、販売ルートの開拓など拡販努力に加えて猛暑、厳冬など季節要因もあり伸長した。特に、発電制

御車対応バッテリー《Tuflong ECO(タフロング　エコ)》と当年度第３四半期に発売した軽自動車専用バッ

テリー《Tuflong Mini(タフロング ミニ)》等の高付加価値製品の販売が好調だった。

　新車用は、エコカー補助金、減税に伴う自動車生産台数の増加とともに環境対応車であるアイドリングス

トップ車用及びオルタネーター回生車両用電池の搭載車種が好調であったことなどにより、前年度実績を大

きく上回った。

■フォークリフト用電池

　新車用は、バッテリー式フォークリフトの生産が回復したため、大幅に増加した。補修用も国内需要の回復

に加え、拡販努力もあり前年度実績を上回った。また、輸出については主にアジアにおいて環境対策として

バッテリー式フォークリフトの導入が進んでいるため、大幅に伸長した。

産業用電池・電気機器

　産業用電池・電気機器の売上高は249億４千万円（前年度比18％増）となった。

■産業用電池

産業用電池は、電力や公共分野等社会インフラにおける更新需要が堅調に推移したほか、主力の通信分野

においては次世代ネットワークシステム等への設備投資が進み、さらに、前年度に引続き国内の風力発電所

向けの電力貯蔵用電池《LL-W形》の納入があり、前年度実績を上回った。また、データセンター等の大口案件

の受注により、民需分野においても伸長した。

　なお、産業用リチウムイオン電池・リチウムイオンキャパシタは、用途開拓を含めて、採用実績作りに努め

ている。

■小形電池

　小形シール鉛蓄電池は、携帯電話基地局向けの増設需要やエレベーター向けの更新需要が大幅に伸びたた

め、前年度実績を上回った。

■電源システム機器

　通信容量の急増やエリア拡大に対応した携帯電話基地局向け電源の需要が大幅に増えたことに加え、電力

・鉄道分野での大口受注を獲得したことにより伸長した。

■ゴルフカート

　上期はゴルフ場の厳しい経営環境により更新需要が伸びず不振だったが、下期は新規顧客の開拓と大口更

新案件を受注したことにより大きく増加した。
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コンデンサ部門

当部門の売上高は152億４千４百万円、営業利益は７億７千５百万円となった。

■アルミ電解コンデンサ

　欧州、中国を中心とした海外の新エネルギー分野での受注拡大や、好調な中国の設備投資を受けた環境対応

工作機械向けの伸長等により需要が大幅に増加した。

■その他

　フィルムコンデンサは車載用途の回復や建設機械、新エネルギー向けの新製品が伸長したが、蒸着製品は食

品包装用途等の需要減により低調だった。
　

(注)　当部門は平成21年10月１日付で日立エーアイシー株式会社を連結子会社化したことに伴って新設されたため、前年度

比を記載していない。

　

合成樹脂製品部門

　当部門の売上高は196億１千１百万円（前年度比３％増）、営業利益は15億８千４百万円（前年度比12％減）

となった。

成形品

　成形品の売上高は144億４千８百万円（前年度比９％増）となった。

■成形品

　熱可塑性樹脂成形品、熱硬化性樹脂成形品ともに、上期の新車生産が堅調だったことから９月のエコ　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カー補助金の終了による需要の減少があったものの、前年度実績

を上回ることができた。

■シート品

　車載用途において新規顧客の開拓を行ったことから増加した。

電子材料

　電子材料の売上高は51億６千２百万円（前年度比12％減）となった。

■積層品・シールド板

　半導体市場の縮小やエコカー補助金制度の終了等による需要の減少により、前年度実績を下回った。 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末から５億７千万円増加し、24億２

千８百万円となった。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前当期純利益が前連結会計年度実績より19億６千９百万円多い67億４千４百万円となったことや

売上債権の増減額が前連結会計年度実績より22億５千７百万円少ない12億２千５百万円の増加となった一方

で、たな卸資産の増減額が前連結会計年度実績の５億９千３百万円の減少から13億９千１百万円の増加に転じ

たこと、仕入債務の増減額が前連結会計年度実績の28億９千２百万円の増加から３千３百万円の減少に転じた

こと及び法人税等の支払額が前連結会計年度実績より７億６千３百万円多い20億４千２百万円となったこと

などから、前連結会計年度実績と比較して21億５千７百万円少ない57億４千８百万円の収入となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出が前連結会計年度実績より22億９千４百万円多い52億５百万円となった一方

で、日立グループ会社の資金プーリング取引に伴う短期貸付金の純増減額が前連結会計年度実績より38億円少

ない５千万円の支出となったことや前連結会計年度実績には日立エーアイシー㈱の当社連結子会社化に伴い、

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出（15億６千７百万円）があったことなどにより、前連結

会計年度実績と比較して26億５千４百万円少ない56億３千６百万円の支出となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払額が前連結会計年度実績より１億１百万円多い６億５千９百万円となったことなどから、前連

結会計年度実績と比較しての２億５千３百万円少ない５億６千７百万円の収入となった。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

電池・電気機器部門（百万円） 58,235 128.2

コンデンサ部門（百万円）　 15,627 －

合成樹脂製品部門（百万円） 19,813 103.8

合計（百万円） 93,676 130.3

　（注）１．金額は販売価格で表示し、消費税等は含まれていない。

　　２．コンデンサ部門は、平成21年10月１日付で日立エーアイシー㈱を連結子会社化したことに伴って新設

　　　　されたため、前年同期比を記載していない。

　

(2）受注状況

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

電池・電気機器部門 57,688 124.6 2,964 120.8

コンデンサ部門 16,266 － 4,428 130.0

合成樹脂製品部門 19,470 101.0 556 79.8

合計 93,425 124.6 7,949 121.3

　（注）１．金額には、消費税等は含まれていない。　

　　２．コンデンサ部門の受注高は、平成21年10月１日付で日立エーアイシー㈱を連結子会社化したことに伴って新

　　　　設されたため、前年同期比を記載していない。

　

(3）販売実績

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

電池・電気機器部門（百万円） 57,177 123.0

コンデンサ部門（百万円）　 15,244 －

合成樹脂製品部門（百万円） 19,611 102.7

合計（百万円） 92,032 126.3

　（注）１．金額には、消費税等は含まれていない。

　　２．コンデンサ部門は、平成21年10月１日付で日立エーアイシー㈱を連結子会社化したことに伴って新設

　　　　されたため、前年同期比を記載していない。
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３【対処すべき課題】

(1)当社グループでは、中長期的な業容拡大のために以下の施策に取り組んでいる。
　
① 経営資源の集中、グローバル戦略の強化

a．エネルギーと環境に重点を置いたフラッグ製品（重要新製品）の早期事業化を図る。

b．様々な電力マネジメントシステムに、複数の蓄電デバイスを活かした提案をすることにより、新市場を創出す

る。

c．新エネルギー関連製品においては、日立グループとの連携を図り欧米市場に注力する。

d. 既存製品においては、成長市場であるアジア地域に積極的に経営資源を投入し、Ｒ＆Ｄの現地化も視野に入れ、

海外生産・販売網の拡大により旺盛な需要を取り込む。
　
② モノづくり力の向上

a. 既存主力製品は工法改革による製造リードタイムの短縮、専任プロジェクト体制で原価低減を徹底する。

b. 開発・設計段階での安全設計及びモノづくりでの工程能力の向上により、市場が求める品質・価格を満足させ

る。
　
③ 連結経営効率の向上

a. 業務・システムの連携、営業・開発テーマの融合を図り、グループ会社間のシナジー効果を最大限発揮する。

b．海外における日立グループネットワークの積極的な活用や当社連結子会社との緊密な連携により、連結海外売

上高比率の向上に努める。
　
④ ＣＳＲ活動の充実と環境経営の実践

a．社会環境や倫理観が変化する中、厳格化するコンプライアンス、コーポレートガバナンスを強化するとともに企

業倫理の確立に努める。

b．内部統制システムのレベル向上に努めるとともに、実効性のある監査と併せて、企業が果たすべき社会的取り組

み（ＣＳＲ）を推進する。

c．各国で行われている環境規制及びＣＯ２削減などに積極的に対応し、環境への取り組みを経営効率にまで高め

た環境経営を実践する。
　
⑤ 人材育成の促進

a．スリムな組織で実効を上げられるようジョブローテーションを実施。幅広い業務・部署を経験し全社的視野を

持つ人材を増やす。

b．海外展開のために、グループ会社間の人材ネットワークを活用し、社内でもグローバル人材の育成を急ぐ。

　

(2)株式会社の支配に関する基本方針について

　当社は、事業の拡大、成長及び維持のための資金を株式上場を通じて調達するとともに、企業価値向上のために

資本市場からの評価を得ることにより、さらに緊張感のある経営を実践することが極めて重要であると認識して

いる。

　一方、当社は、日立グループの一員として、㈱日立製作所・日立化成工業㈱ら親会社等との資本関係を前提に人

材交流等良好な関係を維持し、日立グループの有するブランド力、研究開発力、経営情報その他の経営資源を積極

的かつ有効に活用することも企業価値向上に繋がる効果的な方法であると考えている。

　当社としては、上記親会社等に限らず、日立グループ会社との関係においては事業運営の独立性を保ちつつ、全

ての株主に対する企業価値の最大化が、最も重要な経営課題のひとつであるとの認識のもと、ガバナンス体制の

確立及び経営計画の策定等に取り組んでいる。
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４【事業等のリスク】

当社グループは、電池・電気機器、コンデンサ、合成樹脂製品の各事業分野において事業活動を行っている。また、事

業を遂行するために高度で専門的な技術を利用している。そのため、当社グループの事業活動は、多岐にわたる要因の

影響を受ける可能性がある。その要因の主なものは、次のとおりである。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。

(1)経済の動向による影響について

　当社グループの市場である国及び地域の経済環境の動向は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

当社グループが事業活動を行っている我が国、アジア及び米国等の市場において、景気後退により個人消費や民間設

備投資が減少した場合、当社グループが提供する製品及びサービスの需要の減少や価格競争の激化が進展する可能性

がある。このような環境下において、当社グループは売上高や収益性を維持できる保証はない。

(2)為替相場の変動による影響について

　当社グループは、取引先及び取引地域が世界各地にわたっているため、為替相場の変動リスクにさらされている資産

及び負債を保有している。主に米ドルをはじめとする現地通貨建ての製品の輸出及び原材料の輸入を行っていること

から、為替相場の変動は、当社グループの海外市場に輸出される製品価格の競争力を弱め、経営成績に影響を及ぼす可

能性がある。当社グループでは、為替相場の変動のリスクを軽減するための施策を実行しているが、為替相場の変動に

よる経営成績への影響を完全に回避できる保証はない。

(3)主要原材料価格の変動による影響について

　当社グループの製品は、鉛蓄電池の主原料である鉛や石油化学製品を原材料としているものが多く、その仕入価格は

原材料市況の変動の影響を受けることがある。また、その他の原材料市況の変動や産出国の輸出規制により、原材料の

調達価格が上昇し、あるいは必要量の調達が困難となり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(4)急速な技術革新について

　当社グループの事業分野においては、新しい技術が急速に発展している。先端技術の開発に加えて、これを継続的に、

迅速且つ優れた費用効率で製品及びサービスに適用することは、競争力を維持するために不可欠である。このような

製品及びサービスを生み出すためには、研究開発に対する多大な努力が必要となるが、当社グループの研究開発が常

に成功する保証はない。当社グループの先端技術の開発又は製品及びサービスへの適用が予定どおり進展しなかった

場合は、関連する当社グループの事業の経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(5)競争の激化について

　当社グループの事業分野においては、大規模な国際的企業から専業企業に至るまで、多様な競合相手が存在してい

る。激しい競争の下で成功するためには、価格、技術、品質及びブランド価値の面において競争力を有する製品及び

サービスを時宜に適った方法で市場に投入しなければならないが、当社グループの提供する全ての製品及びサービス

について実現できる保証はない。製品及びサービスが競争力を維持できない場合又は市場投入の時期が適切でない場

合は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(6)原材料、部品及びサービスの供給者への依存について

　当社グループの生産活動は、供給者が時宜に適った方法により適切な品質及び量の原材料、部品及びサービスを当社

グループに供給する能力に依存している。供給者が他の顧客を有し、需要過剰の状況において全ての顧客の要求を満

たすための十分な能力を有しない可能性もある。当社グループは、原則として複数の供給元を維持し、供給に関連する

問題の発生を回避するため供給者と緊密な関係を築くよう努めているが、供給不足や納入の遅延等の供給に関連する

問題を完全に回避できる保証はない。このような問題が発生した場合、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性が

ある。

(7)企業買収、合弁事業及び戦略的提携について

　当社グループは、各事業分野において、新技術や新製品の開発及び競争力の強化のため、外部企業の買収、事業の合弁

及び戦略的提携を実施することがある。このような施策は、事業遂行、技術、製品及び人事上の統合において時間と費

用がかかる複雑な問題を含んでおり、適切な計画の下で実行がなされない場合には、当社グループの事業に影響を及

ぼす可能性がある。事業提携の成功は、当社グループがコントロールできない提携先の決定や能力又は市場の動向に

よって影響される。これらの施策に関連して、統合に関する費用や買収事業の再構築に関する費用等の買収関連の費

用が当社グループに発生する可能性がある。また、当社グループが買収事業の統合に成功し、若しくは当該施策を通じ

て当初の目的の全部又は一部を達成することに成功する保証はない。
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(8)事業再構築について

　当社グループは、経営の効率化と競争力の強化のため、不採算事業からの撤退、子会社や関連会社の売却・再編、製造

拠点と販売網の再編及び人員の適正化等による事業の再構築を継続している。これらの施策に関連して、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす費用が生じる可能性がある。各国政府の規制、雇用問題及びＭ＆Ａ市場に

おける制約等によって、事業再構築の計画が適時に実行できない可能性もある。また、当社グループが事業再構築の実

施により、当初の目的の全部又は一部を達成できる保証はない。

(9)優秀な人材への依存について

　当社グループが競争力を維持するためには、経営又は技術に関する能力に優れた人材を確保、採用することが重要と

考えている。このような優秀な人材は限られており、その確保に関する競争は激化している。当社グループがこのよう

な優秀な人材の確保、採用及び育成に成功する保証はない。

(10)知的財産権について

　当社グループは、事業を遂行する上で、製品、製品のデザイン及び製造過程等に関する知的財産権を利用している。当

社グループは、多数の知的財産権を保有するとともにライセンスを供与しており、必要又は有効と認める場合には、第

三者の知的財産権を使用するために相手方からライセンスを取得する。それらの権利の保護、維持若しくは取得が予

定どおり行われなかった場合又は第三者による当社グループの知的財産権の侵害を完全に防止できなかった場合は、

当社グループの事業遂行や競争力に影響を及ぼす可能性がある。また、知的財産権に関する訴訟において当社グルー

プが当事者となる可能性があり、その結果、費用が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性がある。

(11)訴訟その他の法的手続について

　当社グループは、事業を遂行する上で、取引先や第三者から訴訟等が提起され、又は規制当局より法的手続がとられ

るリスクを有している。これらにより、当社グループに対して巨額かつ予想困難な損害賠償の請求がなされた場合又

は事業遂行上の制限が加えられた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(12)製品の品質と責任について

　当社グループの製品及びサービスは、高度な技術や複雑な技術を利用したものが増えており、また、原材料や部品等

を外部の供給者から調達していることにより、品質保証へのコントロールは複雑化している。当社グループの製品及

びサービスに欠陥等の問題が生じた場合には、当該問題から生じた損害について当社グループが責任を負う可能性が

あるとともに、当社グループの製品及びサービスの品質への信頼や経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(13)情報システムについて

　当社グループの事業活動において、情報システムの利用とその重要性は増大している。天変地異や人為的な原因に

よって情報システムの機能に支障が生じた場合、当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性がある。

(14)海外活動に潜在するリスクについて

　当社グループは、我が国の他にアジア・米国等の国及び地域で生産若しくは販売を行っている。これらの海外市場で

は、政治的及び社会的リスクがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。
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(15)公的規制による影響について

　当社グループの事業活動は、当社グループが事業を行う各国の多様な規制に服する。このような規制には、投資、貿

易、競争、知的財産権、税、為替及び環境・リサイクルに関する規制を含む。規制に関する重大な変更は、当社グループ

の事業活動を制限し、若しくはコストを増加させ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(16)環境問題について

　当社グループは、環境基本法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法等の環境法令を遵守している。製造工程等で発生する

有害物質が社外に流出しないように万全の対策をとっているが、万一流出した場合には、社会的信用の失墜、補償・対

策費用の支出又は生産停止等の事態が発生する。また、将来の法規制の厳格化や環境に対する社会の関心の一層の高

まりにより、過去の事業活動も含め、過失の有無にかかわらず、当社グループは法的、社会的責任を負う可能性がある。

これらのことは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(17)事故及び災害による影響について

　当社グループは、火災、爆発等の事故を防止するため、設備点検を実施するとともに、安全装置及び消火設備の充実等

を図っている。また、地震、台風等の自然災害に備え、生産設備及び情報・通信システムの安全性向上その他の対応策

を講じている。しかし、これらの施策にかかわらず事故や災害による損害を完全に防止できる保証はない。これらの損

害が発生すると、生産能力が低下し販売に大きな影響を与え、さらに事業体制の立直しのために多額の費用を要する

場合がある。これらのことは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(18)情報の漏洩について

　当社グループは、技術、営業、その他事業に関する営業秘密並びに多数の他企業及び個人の情報を有している。当社グ

ループは、情報管理に万全を期しているが、予期せぬ事態により情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、使用する

可能性がある。当社グループの営業秘密が不正に外部に流出した場合、当社グループの事業に影響を与えるおそれが

ある。また、他企業及び個人の情報が外部に流出した場合、被害を受けた企業及び個人に対して損害賠償責任を負うと

ともに、当社グループの事業やイメージに影響を与えるおそれがある。これらのことは、当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(19)財務上のリスクについて

　当社グループは、株式等の有価証券を保有しており、これらの有価証券の価格の下落は、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。また、当社グループは資本市場から長期資金調達を行っており、金利の変動

や信用リスクによる影響を受ける可能性がある。

(20)退職給付債務について

　当社グループは、数理計算によって算出される多額の退職給付費用及び債務を負担している。この評価には、死亡率、

脱退率、退職率、給与の変更、割引率、年金資産の期待収益率等の年金資産を見積る上で重要な前提条件が含まれてい

る。当社グループは、人員の状況、現在の市況及び将来の金利の動向等の多くの要素を考慮に入れて、主要な前提条件

を見積る必要がある。主要な前提条件の見積りは、基礎となる要素に基づき、合理的であると考えているが、実際の結

果と合致する保証はない。割引率の低下は、数理上の退職給付債務の増加をもたらす。退職給付債務の増減は、従業員

の勤務期間にわたって償却される数理上の差異の額に影響する。主要な前提条件の変化は、当社グループの財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(21)親会社との関係について

　当社の親会社である日立化成工業㈱は傘下に多数の関係会社を擁し、機能材料セグメント、先端部品・システムセグ

メントの２部門にわたって、製品の製造及び販売・サービスに至る幅広い事業活動を展開しており、当社は先端部品

・システムセグメントの一部を担っている。また、本有価証券報告書提出日現在、当社取締役９名のうち２名は同社の

役員を兼任している。また、同社と同社の親会社である㈱日立製作所とは技術協力、人的協力及び製品の供給等におい

て密接な関係がある。従って当社グループの事業展開等は、同社及び同社の親会社の経営戦略等の影響を受ける可能

性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

（1）技術導入契約

契約会社名　 相手方の名称 契約内容　 対価　 契約期間　

新神戸電機㈱

（当社）　　

パナソニック・スト

レージ・バッテリー

㈱（日本）　

鉛蓄電池に関する特

許権及び技術ノウハ

ウの実施権の取得　

一時金及び契約製品

の売上に対し一定の

実施料を支払う。　

自　平成16年７月１日

至　平成26年６月30日　

　

（2）合弁会社設立契約　

契約会社名　 相手方の名称 契約内容　 契約締結日　 契約期間　

新神戸電機㈱

（当社）　　

㈱日立製作所

（親会社（日本））

及び日立マクセル㈱

（日本）　

リチウムイオン電池

のマーケティング、開

発、設計、製造及び販

売に関する合弁会社

（日立ビークルエナ

ジー㈱（日本））の

設立　

平成16年６月21日　
合弁会社の存続する期

間

（注）日立マクセル㈱は平成23年４月１日付で新設分割を行い、これにより設立された日立マクセルエナジー㈱が

日立マクセル㈱の本合弁会社設立契約上の地位を承継した。

　　

（3）ブランド価値使用契約　

契約会社名　 相手方の名称 契約内容　 対価　 契約期間　

新神戸電機㈱

（当社）　　

日立化成工業㈱

（親会社（日本））

日立ブランドに関す

る使用権の取得　

製品の売上に対し一

定の使用料を支払う。

　

自　平成22年４月１日

至　平成27年３月31日

（その後は１年ごとの

自動更新）　
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６【研究開発活動】

　当社グループでは、当社の技術開発本部が中心となり、連結子会社及び関連会社と密接に連携して、電池・電気機器、

コンデンサ及び合成樹脂製品の研究開発活動を積極的に進めている。また、先進的新製品に必要な最先端高度技術の

開発については、㈱日立製作所や日立化成工業㈱などの日立グループの研究開発部門との密接な協力体制のもとに開

発を推進している。

　当連結会計年度における研究開発費は28億９千３百万円、研究人員は223名、産業財産権は809件である。

　なお、当連結会計年度の主な研究開発活動・成果及び研究開発費は次のとおりである。

電池・電気機器部門

　電池・電気機器に関しては、鉛蓄電池とリチウムイオン電池を中心に、自動車用電池の補修市場や自動車用次期新シ

ステムに対応また産業用新規用途に即応する新製品開発を、電池研究開発センタ、産業リチウムイオン電池開発セン

タ及び日立ビークルエナジー㈱で行っている。

　当連結会計年度中に開発した新製品としては、アイドリングストップ車用バッテリー（タフロング・エコ－ＩＳ）、

軽自動車用バッテリー（タフロング・ミニ）、大型円筒形リチウムイオンキャパシタがある。

　電源システム機器、ＵＰＳ、ゴルフカートなど、高度技術が要求される市場へ対応する電気機器の研究開発は、埼玉事

業所ＭＥ部で行っている。

　当連結会計年度中に開発した新製品としては、リチウムイオンバッテリー乗用カート（キャリーＥＣＯ５ＭＬ－

Ｚ）がある。

　当連結会計年度における研究開発費は16億６千７百万円である。

コンデンサ部門

　コンデンサに関しては、高耐圧・大電流対応・小形・大容量を特長としたパワーエレクトロニクス用製品の開発を、

日立エーアイシー㈱の芳賀工場及び新町工場で行っている。

　当連結会計年度中に開発した新製品は、大容量スナップイン形アルミ電解コンデンサ、金属ケース形フィルムコンデ

ンサがある。　

　当連結会計年度における研究開発費は２億４千５百万円である。　

合成樹脂製品部門

　合成樹脂製品に関しては、積層品、成形品、シート品など短期で急速な技術革新が進む市場へ新製品を投入する研究

開発を、樹脂研究開発センタ及び彦根事業所開発センタが中心に行っている。

　当連結会計年度における研究開発費は９億７千９百万円である。

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 17/117



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成23年６月28日）現在において当社グル－プが判断

したものである。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グル－プの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。連結財務諸表の作成に当たり、過去の実績や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り

・予測を実施している。しかし、これらには見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合がある。

　個々の項目については「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおりである。

(2）財政状態の分析

①　キャッシュ・フロ－の分析

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」に記載のとおりである。

②　資産及び負債・純資産の分析

イ．資産

　当連結会計年度末の総資産額は、前連結会計年度末から56億５千６百万円（9.9％）増加し625億９千７百万

円となった。

　流動資産は、売上債権とたな卸資産が大幅に増加したことにより、前連結会計年度末から39億８千１百万円

（12.3％）増加し364億７千８百万円となった。現金及び預金は、キャッシュ・フロー分析において前述のとお

り、５億７千万円増加し24億２千８百万円となったほか、売掛金は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度末か

ら10億９千万円増加し189億７千９百万円となった。

　たな卸資産は、前連結会計年度末から13億４千５百万円増加し75億２千９百万円となり、たな卸資産回転率

は、前連結会計年度の11.7回から13.4回に改善した。

　有形固定資産は、産業用リチウムイオン電池生産設備に関する設備投資や新規設立したHitachi Storage

Battery(Thailand)Co.,Ltd.に関する設備投資などにより、前連結会計年度末から12億９千１百万円（7.6％）

増加し182億７千２百万円となり、有形固定資産回転率は、前連結会計年度の4.6回から5.2回に改善した。

　投資その他の資産は、満期保有目的の債券を購入したことなどにより、前連結会計年度末から３億７百万円

（4.4％）増加し72億９千１百万円となった。

ロ．負債

　当連結会計年度末の総負債額は、前連結会計年度末から20億７千９百万円（6.3％）増加し351億７千５百万

円となった。

　流動負債は、前連結会計年度末から25億６千８百万円（12.7％）増加し228億２百万円となった。これは、未払

法人税等が５億３千６百万円増加したことなどによるものである。なお、流動比率は前連結会計年度末の

160.6％から160.0％に悪化したものの、流動資産から流動負債を差し引いた運転資本は14億１千２百万円

（11.5％）増加して136億７千５百万円となった。

　固定負債は、前連結会計年度末から４億８千９百万円（3.8％）減少し123億７千２百万円となった。これは、

長期借入金が、１年内返済予定の長期借入金になったことなどによるものである。

　借入金、リース債務を合計した有利子負債は、前連結会計年度末から11億１千３百万円増加し116億７千７百

万円となった。

ハ．純資産

　当連結会計年度末の純資産額については、前連結会計年度末から35億７千７百万円（15.0％）増加し274億２

千２百万円となった。自己資本比率は前連結会計年度末の41.9％から1.9ポイント改善し43.8％となり、１株当

たり純資産額は、前連結会計年度末の469.64円から540.14円に増加した。
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(3）経営成績の分析

①　売上高

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1）業績」に記載のとおりである。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、前連結会計年度から140億５千８百万円増加し696億１千３百万円となり、売上高に対する比率は

75.6％となった。売上高が前連結会計年度から191億９千２百万円（26.3％）増加したことなどによるものであ

る。また、販売費及び一般管理費は荷造運搬費の増加などから、前連結会計年度から33億７千５百万円（28.1％）

増加し153億９千６百万円となり、売上高に対する比率は0.2ポイント上昇し16.7％となった。

③　営業利益

　営業利益は前連結会計年度から17億５千８百万円（33.4％）増加し70億２千２百万円となり、売上高に対する

比率は0.4ポイント上昇し7.6％となった。

　セグメント別では、電池・電気機器部門の営業利益は前連結会計年度から15億４千１百万円（49.6％）増加し

46億４千５百万円、同セグメントの売上高に対する比率は1.4ポイント上昇し8.1％となった。一方、合成樹脂製品

部門は２億２千万円（12.2％）減少し15億８千４百万円、同区分の売上高に対する比率は1.4ポイント減少し

8.1％となった。コンデンサ部門の営業利益は７億７千５百万円であった。

④　営業外収益（費用）

　営業外収益（費用）は、前連結会計年度の６億４千５百万円の費用から当連結会計年度は１千４百万円の費用

となり、６億３千万円改善した。これは、前連結会計年度の持分法による投資損失１億４千３百万円から、持分法

による投資利益２億８千３百万円に転じたことなどによるものである。

　しかし、受取利息及び配当金から支払利息を差し引いた金融収支純額は、前連結会計年度から２千６百万円悪化

し当連結会計年度は１億２千１百万円の費用となった。

⑤　特別利益（損失）

　特別利益（損失）は、前連結会計年度の１億５千６百万円の利益から当連結会計年度は２億６千２百万円の損

失に転じた。これは、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額を１億３千６百万円、東日本大震災に伴う損失を

１億２千６百万円計上したことなどによるものである。 

⑥　当期純利益

　法人税等は、税金等調整前当期純利益が19億６千９百万円（41.2％）増加したことにより、前連結会計年度から

２億２百万円（10.0％）増加し22億３千７百万円となり、税金等調整前当期純利益に対する比率（税負担率）は

9.4ポイント低下し33.2％となった。少数株主利益（損失）は、新規設立したHitachi Storage

Battery(Thailand)Co.,Ltd.にて少数株主が存在するため、少数株主損失を０百万円計上した。

これらの結果、当期純利益は前連結会計年度から17億６千６百万円（64.5％）増加し45億７百万円となった。な

お、当期純利益の売上高に対する比率は1.1ポイント上昇し4.9％、自己資本に対する比率（ＲＯＥ）は5.5ポイン

ト上昇し17.6％に、総資産額に対する比率（ＲＯＡ）は、2.0ポイント上昇し7.5％となった。また、１株当たり当

期純利益は前連結会計年度の53.97円から88.77円に増加した。

　

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループは、電池・電気機器、コンデンサ及び合成樹脂製品の事業分野において事業活動を行っている。また、

事業を遂行するために高度で専門的な技術を利用している。そのため、当社グループの事業活動及びそこから生ず

る経営成績は、多岐に亘る要因の影響を受ける可能性がある。個々の内容については「事業等のリスク」に記載し

たとおりである。
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(5）経営戦略の現状と見通し

今後の経済動向については、東日本大震災による我が国の被害は極めて深刻であり、原油価格の高騰などとも相俟っ

て、今後、企業を取り巻く環境は、極めて厳しいものと思われる。

　このような状況下、当社グループにおいては災害における経済復興を最優先に事業に取り組んでいくとともに、新エ

ネルギー・環境志向製品の拡大、グローバル戦略の明確化、モノづくり力の向上を実施し、収益力を上げるための体質

改善を進めて連結経営効率の向上に努めていく。さらにＣＳＲの履行と環境安全経営を実践することにより、株主をは

じめとするステークホルダー各位のご期待に沿う企業となるべく邁進していく。

　 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努めて

いるが、ここ数年の世界的な事業環境の変化から、当社グループを取り巻く状況は、さらに厳しさを増すことが予想

され、これまで以上に企業の社会的責任を果たしつつ、増収増益基盤を確立していくために以下の施策に取組んで

いく方針である。

①　経営資源の集中、グローバル戦略の強化

②　モノづくり力の向上

③　連結経営効率の向上

④　ＣＳＲ活動の充実と環境経営の実践

⑤　人材育成の促進
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、当連結会計年度において、成長製品の設備拡充及び合理化などを目的として、60億５千７百万円

の設備投資（無形固定資産を含む）を実施した。

　セグメントごとの設備投資について示すと次のとおりである。

　電池・電気機器部門においては、産業用リチウムイオン電池の量産、新エネルギー向け産業用鉛畜電池の増産、タイ

に設立した子会社における工場建設などに40億２千６百万円の設備投資を実施した。

　コンデンサ部門においては、アルミ電解コンデンサの増産などに３億２千４百万円の設備投資を実施した。　

　合成樹脂製品部門においては、次世代複合電装成形品の量産などに15億２千２百万円の設備投資を実施した。

　特定のセグメントに区分できない全社への設備投資は、１億８千４百万円であった。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。 

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社 

 平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

埼玉事業所 
(埼玉県深谷市) 

電池・電気機
器部門

電池・電気機
器製造設備 

817 1,352
254

(132,474)
18 302 2,745 344

名張事業所 
(三重県名張市) 

電池・電気機
器部門 

電池・電気機
器製造設備 

372 2,207
105

(97,104)
8 200 2,894 278

彦根事業所 
(滋賀県彦根市) 

合成樹脂製品
部門
電池・電気機
器部門 

合成樹脂製品
製造設備
電池・電気機
器製造設備

1,165 2,087
238

(84,619)
－ 198 3,689 316

　（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定である。
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(2）国内子会社

 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

(百万円)

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日立エーアイ
シー㈱

芳賀工場
(栃木県真岡
市）　

コンデンサ　
部門

コンデン
サ製造設
備

1,307 601
905

(89,613)
－ 72 2,886 232

新町工場
(長野県長野市
信州新町)　

コンデンサ　
部門

コンデン
サ製造設
備

168 121
114

(10,371)
－ 19 423 51

日立バッテリー
販売サービス㈱

本社、営業所他
(東京都荒川区
他)

電池・電気機
器部門

土地・建
物

86 －
400

(7,086)
－ 19 505 132

新神戸プラテッ
クス㈱

本社、大阪工場
(大阪府枚方
市)

合成樹脂
製品部門

合成樹脂
製品製造
設備

340 377
52

(1,379)
－ 160 930 115

広島工場(広島
県広島市安芸
区)

合成樹脂
製品部門

合成樹脂
製品製造
設備

63 99
279

(3,917)
－ 32 475 53

石川工場(石川
県能美市)

合成樹脂
製品部門

合成樹脂
製品製造
設備

243 276
74

(30,474)
－ 38 632 69

新神戸テクノ
サービス㈱

本社工場他(埼
玉県深谷市他)

電池・電気機
器部門

電池製造
設備

35 183
145

(3,860)
－ 12 377 84

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定である。

２．新神戸テクノサービス㈱には、新神戸プラテックス㈱に賃貸している土地145百万円（3,860㎡）を含んでい

る。

　

(3）在外子会社 

　 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

(百万円)

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日立蓄電池（東莞）有限
公司

中国

電池・電気機
器部門
合成樹脂
製品部門

電池製造
設備
合成樹脂
製品製造
設備

267 712
－
(－)

－ 112 1,092 306

Hitachi Storage
Battery(Thailand)Co.,
Ltd.

タイ 
電池・電気機
器部門

電池製造
設備

－ －
－
(－)

－ 555 555 2

　（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定である。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定している。設備計画は

原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っている。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等は次のとおりである。

（1）重要な設備の新設

会社名事業所名 所在地
セグメント

の名称　
設備の内容

投資予定金額
資金調達方

法

着手及び完了予定年月
完成後の増

加能力
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

当社

彦根事業所

及び

名張事業所　

滋賀県彦根市

及び三重県名

張市

　

電池・電気

機器部門

産業用リチ

ウムイオン

電池生産設

備（注）２

1,342 1,226
自己資金及

び補助金

平成22年

    ４月

平成23年

    ６月

生産能力増

加

当社

埼玉事業所　

栃木県真岡市

（注）３

電池・電気

機器部門

リチウムイ

オンキャパ

シタ生産設

備

635 － 自己資金
平成23年

    ３月

平成24年

    １月

生産能力増

加

Hitachi Storage

Battery(Thailand)Co.,

Ltd.

タイ
電池・電気

機器部門

電池製造設

備
1,980 555

自己資金及

び借入金

平成22年

    ８月

平成23年

    ８月　

生産体制構

築

（注）１．上記の金額には、消費税等の金額は含まれていない。

　　　２．当連結会計年度において計画中であった産業用リチウムイオン電池生産設備については、工事の遅延等に　

 　　　　 より、完了予定年月を平成23年２月から平成23年６月に変更している。また、今後の資金調達方法につい

　　　　　ては自己資金及び補助金により充当する予定である。

　　　３．リチウムイオンキャパシタ生産設備は、埼玉事業所管轄のもと、栃木県真岡市にある日立エーアイシー㈱

　　　　　の芳賀工場に設置する予定である。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年６月28日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 50,935,500 50,935,500

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 50,935,500 50,935,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成４年５月20日 2,425 50,935 121 2,546 △121 3,007

　（注）　資本準備金の一部資本組入

 

（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 31 23 67 77 2 2,049 2,249 －

所有株式数

（単元）
－ 10,262 103 31,697 3,295 2 5,226 50,585350,500

所有株式数の

割合（％）
－ 20.29 0.20 62.67 6.51 0.00 10.33 100 －

　（注）１．株主名簿上の自己株式167,198株は、「個人その他」に167単元、「単元未満株式の状況」に198株含めて記載

している。

２．証券保管振替機構名義の株式は、「単元未満株式の状況」に750株含まれている。
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（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日立化成工業㈱ 東京都新宿区西新宿2-1-1 29,672 58.26

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 2,590 5.09

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託

口）
東京都港区浜松町2-11-3 2,408 4.73

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,798 3.53

㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 871 1.71

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町1 847 1.66

ザ チェース マンハッタン バンク エヌ

エイ ロンドン エス エル オムニバス ア

カウント

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行

決済営業部）

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET

LONDON EC2P 2HD，ENGLAND

（東京都中央区月島4-16-13）

619 1.22

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口９）
東京都中央区晴海1-8-11 601 1.18

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲1-2-1 528 1.04

メロン バンク トリーティー クライアン

ツ オムニバス

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行

決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON，MA 02108

（東京都中央区月島4-16-13）
465 0.91

計 － 40,401 79.32
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　167,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,418,000 50,418 同上

単元未満株式 普通株式　　350,500 － －

発行済株式総数 50,935,500 － －

総株主の議決権 － 50,418 －

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

新神戸電機㈱
東京都中央区明石町

8-1
167,000 － 167,000 0.33

計 － 167,000 － 167,000 0.33

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はない。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5,136 4,621,419

当期間における取得自己株式 2,094 2,427,319

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれていない。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
1,570 1,268,022 － －

保有自己株式数 167,198 － 169,292 －

　（注）１．当期間における処理自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれていない。

　　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれていない。
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３【配当政策】

　当社は、経営環境、業績、今後の事業展開などを総合的に勘案して、株主への利益配分と内部留保額を決定することと

している。内部留保資金については、将来の事業展開に備え、高付加価値新製品の開発投資、既存製品の競争力強化な

どに充当し、強靭な経営基盤の確立に努めていく。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会としている。

　当事業年度の配当については、上記方針に基づき当期は１株当たり13円の配当（うち中間配当６円）とした。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨

定款に定めている。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当金（円）

平成22年10月28日

取締役会決議
304 6

平成23年５月27日

取締役会決議
355 7

 

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 769 637 1,230 1,247 1,147

最低（円） 553 353 340 534 650

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものである。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 828 933 990 1,077 1,110 1,147

最低（円） 700 808 894 950 968 711

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものである。

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 28/117



５【役員の状況】

(1）取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長

 
－ 臼井　正信 昭和21年10月11日生

昭和44年４月当社入社

平成10年６月当社取締役

13年６月当社常務取締役

15年４月当社代表取締役 取締役社長

15年６月

 

21年６月

当社取締役 兼 代表執行役 執

行役社長

当社取締役会長（現任）

(注)２ 33

取締役

（代表執行

役 執行役社

長）

－ 伊藤　　繁 昭和28年８月29日生

昭和51年４月当社入社

平成18年４月当社執行役

20年４月当社執行役常務

21年４月当社代表執行役 執行役社長

（現任）

21年６月当社取締役（現任）

(注)２ 15

取締役

（執行役副

社長）

－ 薗頭　幹雄 昭和26年２月13日生

昭和49年４月日立化成工業㈱入社　

平成17年４月同社執行役（化成品及び医薬品

関係）

18年４月同社執行役常務（機能性材料及

び生産技術関係）

18年６月当社取締役

20年４月当社執行役専務

23年４月当社執行役副社長（現任）

23年６月当社取締役（現任）

(注)２ 15

取締役

（執行役専

務）　

－ 花枝　昇一 昭和27年３月20日生

昭和49年４月

平成15年６月

16年４月

日立化成工業㈱入社

同社執行役（人事・総務関係）

㈱日立製作所グループ戦略本部

Ｇ－法務・コミュニケーション

部門副部門長

18年４月日立化成工業㈱執行役（経営企

画、グループ会社及びＣＳＲ関

係）

18年６月

21年４月

　

22年４月

当社取締役（現任）

日立化成工業㈱執行役（人事・

総務及びグループ会社関係）

日立化成工業㈱執行役（経営戦

略及びグループ会社関係）　

23年４月当社執行役専務（現任）

(注)２ 5

取締役

（執行役専

務）

－ 川上　典彦 昭和27年４月８日生

昭和51年４月当社入社

平成18年４月当社執行役、営業本部長（現

任）

21年４月当社執行役常務

23年４月

23年４月　

当社執行役専務（現任）

日立バッテリー販売サービス㈱

代表取締役 取締役社長（現

任）

23年６月当社取締役（現任）

(注)２ 10

取締役 － 清水　　毅 昭和27年11月６日生

昭和51年４月

平成19年４月

21年１月

日本電信電話公社入社

当社営業本部副本部長

当社関西支店長

22年４月当社執行役

23年６月当社取締役（現任）

(注)２ 5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 大川　誉夫 昭和18年１月23日生

昭和40年４月新電元工業㈱入社

平成８年６月 同社取締役・機器事業本部通信

機器事業部長

13年４月　同社取締役・機器事業本部長

13年６月同社常務取締役・機器事業本部

長

13年10月同社常務取締役・パワーシステ

ム事業本部長

15年４月同社常務取締役・営業本部長

18年６月同社常勤顧問　

20年７月㈱ＯＮネット代表取締役 取締

役社長（現任）

23年６月当社取締役（現任）

(注)２ 1

取締役 － 角田　和好 昭和29年３月12日生

昭和56年10月日立化成工業㈱入社

平成17年４月同社執行役（半導体材料、実装

フィルム及びディスプレイ材料

関係）

18年４月同社執行役常務（電子材料関

係）

20年６月

21年４月

当社取締役（現任）

日立化成工業㈱執行役常務（機

能性材料、生産技術及び品質保

証関係）

21年４月

　

　

22年４月

Hitachi Chemical

Diagnostics, Inc.取締役社長

兼ＣＥＯ（現任）

日立化成工業㈱執行役常務（自

動車部品の総括及び診断薬関

係）

22年４月　日立粉末冶金㈱代表取締役 取

締役社長（現任）

23年４月　日立化成工業㈱代表執行役 執

行役専務（自動車部品の総括及

び診断薬関係）（現任）

(注)２ 1

取締役 － 内村俊一郎 昭和29年４月５日生

昭和54年４月

17年10月

　

　

17年10月

日立化成工業㈱入社

日立化成デュポンマイクロシス

テムズ㈱代表取締役 取締役

社長

Hitachi Chemical Dupont

Micro Systems, L. L. C. 取締

役社長

21年４月日立化成工業㈱執行役（自動車

部品関係）（現任）

21年６月

22年１月

　

当社取締役（現任）

日本ブレーキ工業㈱代表取締役

　取締役社長（現任）

(注)２ 1

計  ９名    86　

　（注）１．取締役 大川誉夫、角田和好、内村俊一郎の各氏は社外取締役である。

　　　　２．「取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のときまで

とする」旨定款に定めている。

３．当社は委員会設置会社であり、当社の委員会体制は次のとおりである。

指名委員会　委員長 臼井 正信、委員 大川 誉夫、委員 角田 和好 

監査委員会　委員長 清水 　毅、委員 大川 誉夫、委員 角田 和好

報酬委員会　委員長 伊藤 　繁、委員 角田 和好、委員 内村 俊一郎
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(2）執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表執行役

執行役社長

（取締役）

全ての執行業

務の総括
伊藤　　繁

「(1)取締役の状況」

に記載のとおり
同左 (注) 15

執行役副社長

（取締役）

執行役社長の
業務執行の補
佐、電池機器
事業本部の総
括、モノづく
りセンタ関係
及び品質保証
関係

薗頭　幹雄
「(1)取締役の状況」

に記載のとおり
同左 (注) 15

執行役専務

（取締役）

管理部門の総

括
花枝　昇一

「(1)取締役の状況」

に記載のとおり
同左 (注) 5

執行役専務

（取締役）
営業の総括 川上　典彦

「(1)取締役の状況」

に記載のとおり
同左 (注) 10

執行役常務

樹脂事業本部

関係及び環境

安全管理関係

鎌田　満利 昭和25年11月25日生

昭和52年４月当社入社

平成15年６月当社執行役

19年４月当社執行役常務（現任）

(注) 9

執行役
リチウムイオ

ン事業関係
茅野　真司 昭和27年11月30日生

昭和51年４月当社入社

平成17年４月当社執行役（現任）
(注) 7

執行役 営業関係 高橋　　聡 昭和30年12月８日生
昭和53年４月当社入社

平成20年４月当社執行役（現任）
(注) 3

執行役
電池機器事業

本部関係
齋藤　幸弘 昭和28年９月18日生

昭和47年３月日立化成工業㈱入社

平成16年３月当社経営支援センタ埼玉支援セ

ンタ長　

21年４月当社執行役（現任）

(注) 3

執行役
電池機器事業

本部関係
小西　　真 昭和30年３月１日生

昭和54年４月当社入社

平成22年４月当社執行役（現任）
(注) 5

執行役 営業関係 吉田　研二 昭和31年６月７日生
昭和55年４月当社入社

平成23年４月当社執行役（現任）
(注) 5

執行役 技術開発関係 児玉　弘則 昭和32年９月２日生
昭和57年４月㈱日立製作所入社

平成23年４月当社執行役（現任）
(注) 2

執行役
経営管理室、

内部統制関係
松本　勇一 昭和32年７月26日生

昭和55年４月日立化成工業㈱入社

平成22年４月当社経営管理室長（現任）

23年４月当社執行役（現任）

(注) 2

計  12名    81

　（注）「執行役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の末日までとする」旨定款に定めている。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

（イ）会社の機関の内容

a．当社は平成15年６月に「委員会等設置会社」（現「委員会設置会社」）に移行した。その理由は、業務執行の

決定権限を取締役会から執行役に大幅に委譲することにより業務執行機能と監督機能を分離し、迅速で責任が明

確な経営を可能にするとともに、取締役会の傘下に社外取締役を中心とした指名・報酬・監査の３委員会を設置

することにより取締役会の監督機能を強化して、客観性と透明性の高い経営を実現するためである。

　当社の業務執行・経営の監視の仕組み（各委員会の概要を含む。）は、次のとおりである。

　

　

b．当社の取締役の総数は９名、うち社外取締役は３名である。社外取締役としては、当社の経営実態に詳しく、研

究開発、財務等当社の重点課題に関連する分野に精通している経営者、専門家等を選任している。社外取締役のた

めのみの専従スタッフは置かないが、取締役会及び各委員会が円滑に運営されるよう、取締役を補佐する専従ス

タッフを置いている。

c．当社は、業務執行機能と監督機能の分離を一層確実なものにするため、取締役会議長を務める取締役会長を執

行役非兼務とするとともに、執行役兼務取締役の数を必要最小限にとどめている。

d．当社グループ会社に対し取締役及び監査役を当社から派遣することにより、グループとして一体感のある経営

を実行するとともに、グループ会社への監督機能の充実を図っている。

ロ．企業統治の体制を採用する理由

（イ）当社は、健全でかつ透明性が高く、市場の変化に即応できる経営体制の確立を経営上の最優先課題の一つに

掲げている。その一環として、当社は「委員会設置会社」として、業務執行機能と監督機能を分離するととも

に、取締役会の監督機能を強化して、客観性と透明性の高い経営の実現を目指している。

（ロ）執行役社長が全社又は当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項を多面的な検討を経て慎重に決定するよ

うにするため、執行役社長の諮問機関として、全執行役で構成される「経営会議」を任意に設置している。　
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ハ．内部統制システムの整備の状況

（イ）基本的な考え方　

a．当社及び当社グループの内部統制システムは、次のとおりとなっており、現在も、システムがより円滑に機能

するよう、整備の推進に努めている。

（ロ）整備状況

　　会社法の定めに則り、「執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することその他当社業務の適正を確保する

ために必要な体制」を取締役会で決定し、これを整備している。

　その具体的な内容は、以下のとおりである。

a．執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、会社規則の定めるところによる。

b．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスクの管理については、会社規則で定めるとともに、各関係部門にて必要に応じ研修、マニュアルの作成、

配布等により教育を行う。また、万一、災害等突発性のリスクが現実化した場合、「リスク対策実施要領」に基

づき、リスク対策本部の設置、アドバイザーとしての専門家の招聘等により迅速に対応する。

c．執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　執行役の職務に係る重要事項を効率的かつ十分な検討の下に決定するため、「経営会議規則」に基づき執行

役全員により構成される経営会議を設けるとともに、各執行役の分掌及び個別の業務執行方法等を会社規則

で定めている。また、事業目標の明確化とその達成を図るため、全社及び事業部門の中長期計画、予算及び業績

管理を定期的に実施している。なお、監査室及び関係部門は、執行役の職務の執行が効率的に行われているか

を検証するため、内部監査を行う。

d．執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　執行役及び使用人が法令及び定款に適合する行動をとるための規範として「新神戸電機企業行動基準」及

び「新神戸グループ行動規範」を制定している。また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に

よる経営活動への関与やこれによる被害を防止するため、反社会的勢力との直接又は間接の取引を行わない

ことはもとより、接触や要求についてもこれを拒否することを基本方針としている。なお、これらの徹底を図

るため、法令遵守に関する社内規則や各種業務規程を整備するとともに、コンプライアンス担当部門を設置す

るなどして、反社会的勢力の排除のための仕組みを構築している。また、コンプライアンス、企業倫理上の問題

に関する内部通報制度を設けるとともに、監査室による内部監査を行い、その結果を定期的に監査委員会に報

告する。
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e．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　下記の事項を実施し、業務の適正を確保する。

・グループ連結経営の基本方針の制定

・子会社への取締役及び監査役の派遣

・親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策の

実施に際しての取締役会決議の取得

・最低１名の親会社から独立した社外取締役の設置　

・重要な業務に関する規則の制定及びその遵守のための教育の実施

・中長期計画及び予算の作成、達成状況及び業績の親会社への伝達並びにこれらの事項に関する子会社

からの報告の受領

・親会社、当社及び子会社間における内部統制システムの整備、運用及びその有効性の評価結果の外部

への開示

・親会社の監査部門による監査の定期的な受査並びに当社監査委員会、監査室及び関係部門による当社

及び子会社の定期的な監査

・子会社の経営指導を担当する部門の設置

・内部通報制度の整備及び運用

　

ニ．リスク管理体制の整備の状況

（イ）当社及び当社グループ会社のリスク管理体制は次のとおりである。

（ロ）当社は、全てのリスクを対象として、全役員・従業員のリスクの発生防止義務、有事に設置するリスク対策本

部のメンバー及び活動内容並びにリスク発生時の連絡基準等を定め、リスク発生の事態に備える一方、リスク

管理体制の状況を確認する目的で、当社各部門及びグループ会社に対し、ＣＳＲ・コーポレート本部並びに監

査室が関連部門とともに定期監査を行い、リスク発生の未然防止と発生した場合の対策について広範囲の監査

を行っている。また、各部門に自己監査の実施も義務付けている。

（ハ）当社はＣＳＲ・コーポレート本部の下部組織として、ＣＳＲ、輸出管理及び法務・ＩＲの各グループを設置

しており、当社及びグループ会社のリスク管理を行っている。また、環境安全管理本部でもそれぞれの担当分野

のリスク管理を行っている。このほか、各部門・グループ会社にリスク対策責任者を置き、その責任者が当社上

記部署と連携してリスク対策に当たっている。

ホ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の規定による責任

を限定する契約を締結している。当該契約に基づく責任の限度額は、700万円又は会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額のいずれか高い額としている。

ヘ．取締役及び執行役の責任免除

　当社は、「会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって会社法第423条第１項の規定による取締役

(取締役であった者を含む。)の責任を法令の限度において免除することができる」旨及び「会社法第426条第１項

の規定により、取締役会の決議をもって会社法第423条第１項の規定による執行役（執行役であった者を含む。）の

責任を法令の限度において免除することができる」旨定款に定めている。これは、取締役及び執行役が職務を遂行

するに当たり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とする。
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ト．取締役の定数

　「取締役は、12名以内とする」旨定款に定めている。

チ．取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う」旨及び「累積投票によらない」旨定款に定めている。

リ．剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等を「会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める」旨定款に定めている。これは、剰余金の配当等を取締

役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする。

ヌ．株主総会の特別決議要件

　当社は、「会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う」旨定款に定めている。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする。

　

②　内部監査、監査委員会監査及び会計監査の状況

イ．当社は、内部監査組織として監査室を設置し、４名のスタッフを置いている。監査委員会は、監査委員３名及

びそのスタッフとして管理職１名を置いている。なお、監査委員会の独立性を確保するため、監査委員会スタッ

フは、執行役から独立した専従者としている。

　

ロ．内部監査、監査委員会及び会計監査の相互連携については、当社は内部監査組織として監査室を設置してお

り、監査室は監査委員会と連携の下、内部監査を実施している。具体的には、監査計画について監査室と監査委

員会が事前に協議するとともに、監査結果については、監査室が監査委員会に定期的に報告を行っているほか、

監査委員会の必要に応じ、監査室に対し報告を求めている。また、監査委員会が必要に応じ会計監査人の意見を

求めることにより会計監査の状況の把握に努めている。

　

ハ．上記監査と内部統制部門との関係については、当社は財務報告の信頼性確保、業務の効率化の推進及び業務

の法令・定款適合性確保等の目的で、親会社、当社及び子会社間において米国のＣＯＳＯのフレームワーク並

びに我が国の財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準等に準拠した内部統制システムを整備、運用し、

その有効性の評価結果を外部に開示しているが、上記監査は内部統制システムについても言及しているため、

これを内部統制グループに伝達することにより、上記システムのレベルアップに役立てている。また、監査部門

は、監査の内容を取締役会又は監査委員会等で報告し、取締役又は監査委員の指導、助言を得るなどの方法等に

よっても、内部統制グループの業務のバックアップを行っている。

　

ニ．当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりである。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 補助者の構成

指定有限責任社員　業務執行社員　辻　 幸一

指定有限責任社員　業務執行社員　尾﨑　隆之

新日本有限責任監査

法人

公認会計士　 ３名

その他　　　 ７名
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③　社外取締役

イ．社外取締役の員数並びに社外取締役と会社との人的・資本的・取引関係その他の利害関係の概要

　当社は３名の社外取締役を選任しているが、角田和好、内村俊一郎の両氏は当社の親会社である日立化成工業㈱の

執行役である。当社は、日立化成工業㈱との間において、研究開発、人材の交流、企業情報の共有等全ての分野におい

て良好な関係を維持しているほか、同社が製造する合成樹脂製品を仕入れている。

　

ロ．社外取締役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに当該社外取締役の当社からの独立性に関す

る考え方

（イ）当社の社外取締役は、客観性と透明性の高い経営の実現を目指し、それぞれが精通する分野の視点から当社

から独立した立場で取締役会又は指名・監査・報酬の各委員会で適宜意見を述べるとともに、当社経営の適法

性、妥当性及び効率性を確保するための助言・提言を行っている。

（ロ）当社は客観性と透明性の高い経営の実現を目指していることから、社外取締役の独立性に関しても候補者決

定の際に考慮すべき重要な要素の一つと考えている。これとともに、日立化成工業㈱の子会社である当社は、同

社グループ各社との緊密な協力関係を構築することも当社経営の効率性に資する重要な要素であると考えて

いる。

　　

ハ．社外取締役の選任状況に関する会社の考え方

　　社外取締役である大川誉夫氏については、機器事業及び営業関係の豊富な専門知識並びに経営者として培われた

幅広い見識を日立グループから独立した立場で当社グループの経営に反映してもらうため、社外取締役候補者と

した。

　　社外取締役である角田和好氏については、経営幹部としての経験と主として自動車部品及び電子材料関係の豊富

な業務経験を当社グループの経営に反映してもらうとともに、日立グループ各社との緊密な協力関係を構築する

ことで経営効率の向上を図るため、社外取締役候補者とした。

　　社外取締役である内村俊一郎氏については、経営幹部としての経験と主として自動車部品及び電子材料関係の豊

富な業務経験を当社グループの経営に反映してもらうとともに、日立グループ各社との緊密な協力関係を構築す

ることで経営効率の向上を図るため、社外取締役候補者とした。

　　当社は、今後ともより良い企業統治体制構築のため、社外取締役の選任に当たっては十分な配慮を行う所存であ

る。　

　

ニ．社外取締役による監督と内部監査、監査委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　　内部監査、監査委員会監査及び会計監査の内容、結果等を適宜取締役会又は監査委員会に報告しており、社外取締

役はこれに対し適宜意見を述べるとともに、当社経営の適法性、妥当性及び効率性を確保するための助言・提言

を行うことにより、これら監査との連携を図りつつ、当社経営の監督を行っている。
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④ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円）　 対象となる役
員の員数
（人）

基本報酬　
ストック　　　
オプション　

期末手当又は
業績連動報酬　

退任慰労金　

取締役

(社外取締役を除く。)
80 71　 －　 9　　 －　　 5

執行役 406 312　 － 94　 －　 12

社外役員 10 9　 －　 1　 －　 3　

　（注）１．報酬等の額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示している。

２．執行役兼務取締役の報酬等の額は、取締役及び執行役それぞれの報酬等の額に区分して表示してい

る。

３．取締役の人数には、平成22年６月24日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

１名が含まれており、報酬等の額には当該取締役に対し平成22年４月から６月に支払った月額基本

報酬が含まれている。

４．上表に記載の金額以外に、平成23年４月25日開催の報酬委員会において、同年３月31日付をもって退

任した執行役２名に対し退任慰労金（56百万円）を支払うことを決議した。

 　

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　該当事項なし　

　

ハ．役員報酬の算定方法の決定に関する方針及び決定方法

（イ）決定の方法

　報酬委員会が毎年、当社取締役及び執行役の報酬等の額の決定に関する方針を論議し、決定している。

（ロ）基本方針及び報酬水準

　当社取締役及び執行役の報酬は、短期のみならず中長期的な企業価値向上を目指した経営を動機づけるとと

もに、多様で優秀な人材を確保できるものとする。また、報酬水準は、同業他社及び他業種同規模他社との比較

において、競争力のある水準を設定する。

（ハ）具体的方針

a. 取締役の報酬

取締役の報酬は、月額基本報酬及び期末手当で構成される。

(a) 月額基本報酬は、原則として各取締役の役割及びその職責を考慮して決定する。

(b) 期末手当は、各取締役の役割及びその職責を考慮して決定する。ただし、会社業績との連動については、

限定的なものとする。

b. 執行役兼務取締役及び執行役の報酬

執行役兼務取締役及び執行役の報酬は、月額基本報酬及び業績連動報酬で構成される。

(a) 月額基本報酬は、原則として各執行役の役位ごとの役割及びその職責を考慮した役位別定額とする。

(b) 業績連動報酬は、全社連結業績達成度及び改善度並びに各執行役が担当する部門の業績及び個人業績を

反映して、一定の範囲内で支給額を決定する。
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⑤　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　25銘柄　1,281百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）　
　貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的　

日産自動車㈱ 733,000 587
発行会社との取引関係の

維持・強化のため

㈱オートバックスセブン 99,151 295同上

㈱小松製作所 35,460 69 同上

㈱タカショー 158,400 59 同上

日本シイエムケイ㈱ 78,000 54 同上

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
273,000 50 同上

日本電信電話㈱ 11,200 44 同上

日立建機㈱ 10,000 22 同上

みずほ信託銀行㈱ 187,150 17 同上

西日本旅客鉄道㈱ 50 16 同上

　

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）　
　貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的　

日産自動車㈱ 733,000 540
発行会社との取引関係の

維持・強化のため

㈱オートバックスセブン 100,257 314同上

㈱小松製作所 35,460 100同上

㈱タカショー 158,400 58 同上

日本電信電話㈱ 11,200 41 同上

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
273,000 37 同上

日本シイエムケイ㈱ 78,000 28 同上

日立建機㈱ 10,000 20 同上

西日本旅客鉄道㈱ 50 16 同上

みずほ信託銀行㈱ 187,150 14 同上

日野自動車㈱ 33,000 13 同上

シライ電子工業㈱ 72,000 7 同上

東日本旅客鉄道㈱ 1,000 4 同上

ＫＤＤＩ㈱ 7 3 同上

トヨタ自動車㈱ 557 1 同上

岩崎電気㈱ 5,000 0 同上

ムラキ㈱ 10,000 0 同上

㈱Ｇ－７ホールディングス 200 0 同上
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みなし保有株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

トヨタ自動車㈱ 195,000 653
議決権行使に関する指

図権

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していない。

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はない。
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 29 － 29 －

連結子会社 － － － －

計 29 － 29 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はない。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はない。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、監査時間等に基づき決定している。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。　

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31

日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会

計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成22年４月１日から平成

23年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けている。

　

　３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基

準機構へ加入している。

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 41/117



１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,858 2,428

受取手形 1,065 1,149

売掛金 17,888 18,979

たな卸資産 ※3
 6,184

※3
 7,529

繰延税金資産 1,160 1,330

短期貸付金 3,850 3,900

その他 534 1,207

貸倒引当金 △44 △45

流動資産合計 32,496 36,478

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,378 18,804

減価償却累計額 △13,125 △13,631

建物及び構築物（純額） ※2
 5,252

※2
 5,173

機械装置及び運搬具 50,500 52,610

減価償却累計額 △43,202 △44,593

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 7,298

※2
 8,016

工具、器具及び備品 12,383 12,521

減価償却累計額 △11,321 △11,472

工具、器具及び備品（純額） ※2
 1,062

※2
 1,048

土地 ※2
 3,162

※2
 3,162

リース資産 111 137

減価償却累計額 △14 △39

リース資産（純額） 96 97

建設仮勘定 108 773

有形固定資産合計 16,981 18,272

無形固定資産

施設利用権 33 32

その他 445 522

無形固定資産合計 478 555

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 2,975

※1
 3,173

繰延税金資産 2,692 2,808

長期前払費用 1 13

その他 ※1
 1,533

※1
 1,514

貸倒引当金 △217 △217

投資その他の資産合計 6,984 7,291

固定資産合計 24,444 26,119

資産合計 56,940 62,597
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,627 8,571

短期借入金 3,903 4,205

1年内返済予定の長期借入金 － 1,400

未払金 1,949 1,910

未払費用 3,251 3,608

未払法人税等 1,211 1,747

その他 1,291 1,358

流動負債合計 20,234 22,802

固定負債

長期借入金 ※2
 6,500

※2
 5,913

退職給付引当金 5,247 5,267

役員退職慰労引当金 318 267

その他 796 924

固定負債合計 12,862 12,372

負債合計 33,096 35,175

純資産の部

株主資本

資本金 2,546 2,546

資本剰余金 3,007 3,008

利益剰余金 18,572 22,419

自己株式 △91 △95

株主資本合計 24,034 27,878

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 287 265

繰延ヘッジ損益 17 －

為替換算調整勘定 △495 △722

その他の包括利益累計額合計 △190 △456

少数株主持分 － 0

純資産合計 23,844 27,422

負債純資産合計 56,940 62,597
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 72,839 92,032

売上原価 ※1
 55,554

※1
 69,613

売上総利益 17,284 22,419

販売費及び一般管理費

販売手数料 96 79

荷造運搬費 3,243 3,839

給料 2,074 2,592

退職給付費用 322 291

役員退職慰労引当金繰入額 14 19

従業員賞与 848 1,020

減価償却費 90 426

地代家賃 576 580

研究開発費 ※1
 1,800

※1
 2,235

その他 2,952 4,310

販売費及び一般管理費合計 12,020 15,396

営業利益 5,264 7,022

営業外収益

受取利息 11 17

受取配当金 22 38

受取ロイヤリティー － 119

製品補修費精算差額 － 166

受託共同研究収入 64 －

持分法による投資利益 － 283

その他 431 393

営業外収益合計 529 1,019

営業外費用

支払利息 128 177

固定資産処分損 134 186

支払リベート － 107

為替差損 － 235

ゴルフ会員権評価損 0 －

製品補修費 474 －

持分法による投資損失 143 －

その他 295 327

営業外費用合計 1,174 1,034

経常利益 4,618 7,007
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 158 －

特別利益合計 158 －

特別損失

災害による損失 － ※2
 126

投資有価証券売却損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 136

特別損失合計 1 262

税金等調整前当期純利益 4,775 6,744

法人税、住民税及び事業税 1,852 2,544

法人税等調整額 182 △306

法人税等合計 2,034 2,237

少数株主損益調整前当期純利益 － 4,507

少数株主損失（△） － △0

当期純利益 2,740 4,507
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 4,507

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △22

繰延ヘッジ損益 － △17

為替換算調整勘定 － △74

持分法適用会社に対する持分相当額 － △152

その他の包括利益合計 － ※2
 △266

包括利益 － ※1
 4,240

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 4,240

少数株主に係る包括利益 － △0
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,546 2,546

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,546 2,546

資本剰余金

前期末残高 3,007 3,007

当期変動額

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 3,007 3,008

利益剰余金

前期末残高 16,389 18,572

当期変動額

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

当期変動額合計 2,182 3,847

当期末残高 18,572 22,419

自己株式

前期末残高 △82 △91

当期変動額

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △9 △3

当期末残高 △91 △95

株主資本合計

前期末残高 21,862 24,034

当期変動額

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 2,172 3,843

当期末残高 24,034 27,878
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 40 287

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

246 △22

当期変動額合計 246 △22

当期末残高 287 265

繰延ヘッジ損益

前期末残高 41 17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△24 △17

当期変動額合計 △24 △17

当期末残高 17 －

為替換算調整勘定

前期末残高 △545 △495

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

50 △226

当期変動額合計 50 △226

当期末残高 △495 △722

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △463 △190

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

272 △266

当期変動額合計 272 △266

当期末残高 △190 △456

少数株主持分

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 － 0

純資産合計

前期末残高 21,398 23,844

当期変動額

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 272 △266

当期変動額合計 2,445 3,577

当期末残高 23,844 27,422
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,775 6,744

減価償却費 4,481 4,574

有形及び無形固定資産除却損 134 186

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 0

受取利息及び受取配当金 △33 △55

支払利息 128 177

持分法による投資損益（△は益） 143 △234

有形固定資産売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券売却損益（△は益） △156 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,483 △1,225

たな卸資産の増減額（△は増加） 593 △1,391

仕入債務の増減額（△は減少） 2,892 △33

未払金の増減額（△は減少） △223 △659

未払費用の増減額（△は減少） 379 377

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 20

未収入金の増減額（△は増加） △11 △154

その他 △321 △414

小計 9,280 7,913

利息及び配当金の受取額 33 55

利息の支払額 △128 △177

法人税等の支払額 △1,279 △2,042

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,905 5,748

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の純増減額（△は増加） △3,850 △50

有形固定資産の取得による支出 △2,910 △5,205

有形固定資産の売却による収入 3 0

投資有価証券の取得による支出 △114 △191

投資有価証券の売却による収入 273 －

無形固定資産の取得による支出 △128 △175

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △1,567 －

その他 3 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,290 △5,636

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,093 406

長期借入れによる収入 4,600 864

長期借入金の返済による支出 △2,100 －

自己株式の取得による支出 △9 △4

配当金の支払額 △558 △659

その他 △18 △39

財務活動によるキャッシュ・フロー 821 567

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 441 570

現金及び現金同等物の期首残高 1,416 1,858

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,858

※1
 2,428
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社　５社

　・日立エーアイシー㈱

　・日立バッテリー販売サービス㈱

　・新神戸プラテックス㈱

　・新神戸テクノサービス㈱

　・日立蓄電池（東莞）有限公司

　日立エーアイシー㈱については、同社の

全株式を取得し完全子会社化したため、

当連結会計年度より連結の範囲に含めて

いる。

　

(1）連結子会社　６社

　・日立エーアイシー㈱

　・日立バッテリー販売サービス㈱

　・新神戸プラテックス㈱

　・新神戸テクノサービス㈱

　・日立蓄電池（東莞）有限公司

  ・Hitachi Storage

Battery(Thailand)Co.,Ltd.　

　上記のうち、Hitachi Storage

Battery(Thailand)Co.,Ltd.については、

当連結会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めている。　

 (2）非連結子会社はない。 (2）　　　　　　同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用関連会社　３社　　　　

　・日立ビークルエナジー㈱

　・台湾神戸電池（股）

　・南通海立電子有限公司

　南通海立電子有限公司については、同社

に出資する日立エーアイシー㈱を完全子

会社化したため、当連結会計年度より持

分法適用の範囲に含めている。　

　

(1）持分法適用関連会社　３社　　　　

　・日立ビークルエナジー㈱

　・台湾神戸電池（股）

　・南通海立電子有限公司　

　

 (2）持分法非適用非連結子会社はない。 (2）　　　　　　同左　

 (3）持分法を適用していない関連会社

（ピーエス・プロキュアメント㈱、南岩

手共同管理㈱）は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外してい

る。

(3）持分法を適用していない関連会社（南

岩手共同管理㈱）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外してい

る。

 (4）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用してい

る。

(4）　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、日立蓄電池（東莞）有

限公司の決算日は、12月31日である。連結財

務諸表の作成に当たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用している。ただし１月１

日から連結決算日３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

　　　

　

　　　

　

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法　

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

　 ②　デリバティブ

　時価法　　　

②　デリバティブ

同左　　

　 ③　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）に

よっている。　

③　たな卸資産

同左　　

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用している。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。

①　有形固定資産（リース資産を除く）

                 同左

 機械装置　　　　　　　５～８年 　

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用している。

　なお、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間に基づ

く定額法を採用している。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 ③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用している。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっている。 　

③　リース資産

同左　

(3）重要な引当金の計上基準①　貸倒引当金

　貸倒損失に備えるため、主として、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上している。　　　

①　貸倒引当金

同左　
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 ②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してい

る。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することにしてい

る。

②　退職給付引当金

同左

　 ③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上している。　

③　役員退職慰労引当金

同左

　 　なお、当社は平成20年４月１日付をもっ

て役員の退職慰労金制度を廃止したた

め、同日以前に就任している役員に対す

る平成20年３月31日における要支給額を

計上し、同日以降の引当金計上を行って

いない。　

　

(4）重要な収益及び費用の計

上基準

──────

　
　ファイナンス・リース取引に係る収益の

計上基準

　リース取引開始日に売上高と売上原価を

計上する方法によっている。　　

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上している。　

同左　

(6）重要なヘッジ会計の方法①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約及びコモディ

ティスワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ対象…買掛金及び原材料  

 ③　ヘッジ方針

　為替リスク及び原材料の価格変動リス

クをヘッジする目的に限定している。

③　ヘッジ方針

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の変動

額の比率分析で判定している。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(7）のれんの償却方法及び償

却期間

──────

　
　のれんの償却については、発生日以降５年

間で均等償却している。なお、重要性のない

ものについては発生時に一時償却してい

る。また、平成22年４月１日前に発生した負

ののれんの償却については、発生日以降５

年間で均等償却している。

(8）連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

──────

　
　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっている。

(9）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ている。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。

──────

　

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、

発生日以後５年間で均等償却している。な

お、重要性のないものについては発生時に

一時償却している。

──────

　

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっている。

──────

　

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（工事契約に関する会計基準）

　当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号　平成19年12月27日）を適用している。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響はない。

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用している。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ10百万円、

税金等調整前当期純利益は147百万円減少している。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度まで区分掲記していた「受取ロイヤリ

ティー」（当連結会計年度・50百万円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示している。

２．前連結会計年度まで区分掲記していた「受取保険金」

（当連結会計年度・４百万円）は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に

含めて表示している。

３．前連結会計年度まで区分掲記していた「作業くず売却

益」（当連結会計年度・44百万円）は、営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示している。 

４．「受託共同研究収入」は、前連結会計年度は営業外収

益の「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性

が増したため区分掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「受

託共同研究収入」は44百万円である。

５．「固定資産処分損」は、前連結会計年度は営業外費用

の「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が

増したため区分掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「固

定資産処分損」は143百万円である。

６．「製品補修費」は、前連結会計年度は営業外費用の

「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記している。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「製品

補修費」は70百万円である。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

売却損益（△は益）」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示していたが、金額的重要性が増したため区

分掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「投

資有価証券売却損益（△は益）」は、△０百万円である。

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の売却による収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示していたが、金額的重要性が増したため区分

掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「投

資有価証券の売却による収入」は、０百万円である。

（連結損益計算書）

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示している。

２．前連結会計年度まで区分掲記していた「受託共同研究

収入」（当連結会計年度・21百万円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示している。 

３．「受取ロイヤリティー」は、前連結会計年度は営業外

収益の「その他」に含めて表示していたが、金額的重要

性が増したため区分掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「受

取ロイヤリティー」は50百万円である。

４．「支払リベート」は、前連結会計年度は営業外費用の

「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記している。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「支

払リベート」は103百万円である。
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【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　
　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用して

いる。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の

包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、「評価・

換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載

している。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１　関連会社に関する項目

　関連会社に対する主な資産は、次のとおりである。

※１　関連会社に関する項目

　関連会社に対する主な資産は、次のとおりである。

投資有価証券           1,573百万円

出資金           479百万円

投資有価証券           1,704百万円

出資金           504百万円

※２　下記の資産は、長期借入金の担保に供している。 ※２　下記の資産は、長期借入金の担保に供している。

財団担保に供している有形固定資産 財団担保に供している有形固定資産

建物及び構築物(帳簿価額) 1,439百万円

機械装置　　　(　 〃 　) 2,743百万円

その他　　　　(　 〃 　) 713百万円

計 4,896百万円

建物及び構築物(帳簿価額) 1,574百万円

機械装置　　　(　 〃 　) 4,302百万円

その他　　　　(　 〃 　) 749百万円

計 6,625百万円

上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務

長期借入金         500百万円 長期借入金         500百万円

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりである。

製品           2,620百万円

 仕掛品

 原材料

           1,611百万円

1,951百万円

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりである。

製品           3,378百万円

 仕掛品

 原材料

           2,035百万円

2,115百万円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 2,525百万円

──────

　

 2,893百万円

※２　災害による損失　

　平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を

計上しており、その内訳は以下のとおりである。

棚卸資産の滅失損失 35百万円

災害資産の原状回復に要する費用 23百万円

災害による操業休止期間中の固定費 85百万円

地震保険受取見込額 △18百万円

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 3,013百万円

少数株主に係る包括利益 －

計 3,013

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 246百万円

繰延ヘッジ損益 △24

為替換算調整勘定 △8

持分法適用会社に対する持分相当額 58

計 272
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,935 － － 50,935

合計 50,935 － － 50,935

自己株式     

普通株式（注） 153 9 － 163

合計 153 9 － 163

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月28日

取締役会
普通株式 304 6 平成21年３月31日平成21年６月１日

平成21年10月27日

取締役会
普通株式 253 5 平成21年９月30日平成21年11月27日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日

取締役会
普通株式 355 利益剰余金 7 平成22年３月31日平成22年５月31日

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 57/117



当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,935 － － 50,935

合計 50,935 － － 50,935

自己株式     

普通株式（注） 163 5 1 167

合計 163 5 1 167

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加である。

　　　　　普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売渡による減少である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日

取締役会
普通株式 355 7 平成22年３月31日平成22年５月31日

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 304 6 平成22年９月30日平成22年11月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月27日

取締役会
普通株式 355 利益剰余金 7 平成23年３月31日平成23年５月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定     1,858百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
－

取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資
－

現金及び現金同等物      1,858百万円

 

現金及び預金勘定     2,428百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
－

取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資
－

現金及び現金同等物      2,428百万円

 
※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の
資産及び負債の主な内訳
　株式の取得により新たに日立エーアイシー㈱を連結
したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並
びに同社株式の取得価額と同社取得のための支出
（純額）との関係は次のとおりである。

 （百万円）

流動資産 4,248
固定資産 4,692
のれん 83
流動負債 △3,688
固定負債 △3,358
少数株主持分 －

日立エーアイシー㈱の
株式取得価額

1,977

日立エーアイシー㈱の
現金及び現金同等物

△410

差引：日立エーアイシー
㈱取得のための支出

1,567

 

──────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産 

　主として、車輌及び電子計算機（「機械装置及び運

搬具」、「工具、器具及び備品」）である。

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産 

                     同左

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

　

②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　 同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりである。

同左

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具、器具
及び備品

345 275 69

その他 90 61 29
合計 435 337 98

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具、器具
及び備品

109 92 17

その他 47 41 6
合計 156 133 23

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内       75百万円

１年超       23百万円

合計       99百万円

１年内       20百万円

１年超       3百万円

合計       23百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料       110百万円

減価償却費相当額       104百万円

支払利息相当額   2百万円

支払リース料       77百万円

減価償却費相当額       73百万円

支払利息相当額   1百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっている。

(5）利息相当額の算定方法

同左　
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　
（貸主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1）リース投資資産の内訳

　　流動資産

リース料債権部分 442百万円

見積残存価額部分 －

受取利息相当額 △14

リース投資資産 428　

(2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債

権部分の連結決算日後の回収予定額

　　流動資産

 
リース債権
（百万円）

リース投資資産
（百万円）

１年以内 － 94
１年超
２年以内

－ 94

２年超
３年以内

－ 94

３年超
４年以内

－ 94

４年超
５年以内

－ 64

５年超 － －
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針　

　　当社グループは、主に電池・電気機器、コンデンサ、合成樹脂製品の製造、販売事業を行うための設備　

　投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や日立化成グループ内のプーリング取引）を調達してい

　る。一時的な余資は日立化成グループ内のプーリング取引で運用し、また、短期的な運転資金については

　銀行借入及び日立化成グループ内のプーリング取引により調達している。デリバティブ取引は、債権債務

　の範囲内で資産負債総合管理の一貫として行い、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的

　な取引は行わない方針である。

(２)金融商品の内容及びリスク

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。なお、一部外貨建てのもの

　については、為替の変動リスクが存在している。　

　　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場の価格変動リスクに晒

　されている。

　　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日である。なお、一部外貨建てのものについては、為替の

　変動リスクが存在している。

　　借入金の使途は、主に運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、変動金利の借入金のうち長

　期のものの一部については金利変動リスクの低減を図るために、デリバティブ取引を行っている。

　　また、原材料価格及び買掛金の変動リスクの低減を目的としたコモディティスワップ取引を行ってい

　る。

(３)金融商品に係るリスク管理体制　

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引　

　先の信用状況を適時把握する体制とし、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握やリスク軽減を図っ

　ている。

　　投資有価証券である株式は、定期的に時価を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況の継続的

　な見直しを行っている。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デ

　リバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って　

　いる。

　　資金調達に係る流動性リスクの管理は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作

　成・更新し、流動性リスクを管理している。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,858 1,858 －

(2）受取手形及び売掛金 18,954         

　     貸倒引当金(*1) △44         

　 18,910 18,910 －

(3）短期貸付金 3,850 3,850 －

(4) 投資有価証券　 　   

　     その他有価証券 1,345　  1,345  －

　資産計 25,963　 25,963　 －

(5）買掛金 8,627 8,627 －

(6）短期借入金 3,903 3,903 －

(7) 長期借入金　 6,500　 6,539　 39

　負債計 19,030　 19,069　 39

(8）デリバティブ取引(*2) 　 　 　

　　①ヘッジ会計が適用されないもの (5)　 (5)　 －　

　　②ヘッジ会計が適用されるもの 28　 28　 －　

 デリバティブ取引計 23　 23　 －　

　(*1)受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除している。

　(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示している。
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 （注）１．金融商品の時価算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、並びに(3）短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項

については、注記事項「有価証券関係」に記載の通りである。

(5)買掛金、及び(6)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(7)長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算出する方法によっている。変動金利による長期借入金の時価は短期間で市場金利を反映し、また、

信用状態は実行後大きく異なっていないことから、帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額によっている。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いた現在価値により算定している。

(8)デリバティブ取引

これらの時価は、契約先金融機関から提出された評価価額によっている。また、取引の対象物の種類ごと

のデリバティブ取引に関する事項については、注記事項「デリバティブ取引関係」に記載の通りである。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,629

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投

資有価証券」には含めていない。

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 1,847 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 18,954 －　 －　 －　

短期貸付金　 3,850　 － －　 －　

合計 24,651　 －　 － －　

　

４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「借入金等明細表」に記載の通りである。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用している。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針　

　　当社グループは、主に電池・電気機器、コンデンサ、合成樹脂製品の製造、販売事業を行うための設備　

　投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や日立化成グループ内のプーリング取引）を調達してい

　る。一時的な余資は日立化成グループ内のプーリング取引で運用し、また、短期的な運転資金については

　銀行借入及び日立化成グループ内のプーリング取引により調達している。デリバティブ取引は、債権債務

　の範囲内で資産負債総合管理の一貫として行い、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的

　な取引は行わない方針である。

(２)金融商品の内容及びリスク

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。なお、一部外貨建てのもの

　については、為替の変動リスクが存在している。　

　　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場の価格変

　動リスクに晒されている。

　　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日である。なお、一部外貨建てのものについては、為替の

　変動リスクが存在している。

　　借入金の使途は、主に運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、変動金利の借入金のうち長

　期のものの一部については金利変動リスクの低減を図るために、デリバティブ取引を行っている。

　　また、原材料価格及び買掛金の変動リスクの低減を目的としたコモディティスワップ取引を行ってい

　る。

(３)金融商品に係るリスク管理体制　

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引　

　先の信用状況を適時把握する体制とし、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握やリスク軽減を図っ

　ている。

　　投資有価証券である債券及び株式は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、満期保有目

　的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況の継続的な見直しを行ってい

　る。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デ

　リバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って　

　いる。

　　資金調達に係る流動性リスクの管理は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作

　成・更新し、流動性リスクを管理している。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,428 2,428 －

(2）受取手形 1,149         

　     貸倒引当金(*1) △0         

　 1,148 1,148 －

(3）売掛金 18,979         

　     貸倒引当金(*1) △42         

　 18,936 18,902 △33

(4）短期貸付金 3,900 3,900 －

(5) 投資有価証券　 　   

　     満期保有目的の債券 101　  98  △3

　     その他有価証券 1,309　  1,309  －

　資産計 27,825　 27,788　 △37

(6）買掛金 8,571 8,571 －

(7）短期借入金 4,205 4,205 －

(8）１年内償還予定の長期借入金 1,400 1,405 5

(9) 長期借入金　 5,913　 5,940　 26

　負債計 20,090　 20,122　 31

(10）デリバティブ取引(*2) 　 　 　

　　ヘッジ会計が適用されないもの (3) (3) －

 デリバティブ取引計 (3) (3) －

　(*1)受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除している。

　(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示している。
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 （注）１．金融商品の時価算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　

(1）現金及び預金、及び(4）短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(2)受取手形、及び(3)売掛金

　 短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

る。また、割賦債権の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。　

(5)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」に記載の

通りである。

(6)買掛金、及び(7)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(8)１年内償還予定の長期借入金、及び(9)長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算出する方法によっている。変動金利による長期借入金の時価は短期間で市場金利を反映し、また、

信用状態は実行後大きく異なっていないことから、帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額によっている。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いた現在価値により算定している。

(10)デリバティブ取引

これらの時価は、契約先金融機関から提出された評価価額によっている。また、取引の対象物の種類ごと

のデリバティブ取引に関する事項については、注記事項「デリバティブ取引関係」に記載の通りである。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,762

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（5）投

資有価証券」には含めていない。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 2,421 －　 －　 －　

受取手形 1,149 －　 －　 －　

売掛金 18,783 196　 －　 －　

短期貸付金　 3,900　 － －　 －　

満期保有目的の債券　 　 　 　 　

　社債 －　 100 －　 －　

合計 26,253　 296　 － －　

　

４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「借入金等明細表」に記載の通りである。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,284 788 495

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,284 788 495

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 61 89 △28

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 61 89 △28

合計 1,345 877 467

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　56百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 273 158 1

(2）債券    

①　国債・地方債等 　　　　　　－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 273 158 1
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当連結会計年度（平成23年３月31日）

１．満期保有目的の債券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 101 98 △3

(3）その他 － － －

小計 101 98 △3

合計 101 98 △3

　

２．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,284 856 428

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,284 856 428

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 24 27 △3

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 24 27 △3

合計 1,309 884 425

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　57百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨及び商品関連
　該当事項はない。　

　

(2)金利関連

区分 取引の種類

前連結会計年度（平成22年３月31日） 　

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円） 　

市場取引
以外の取
引

金利オプション取引     　

売建 400 400 △5 △5 　
合計 400 400 △5 △5 　

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定している。

　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　商品関連

ヘッジ会計の方
法

取引の種類 主なヘッジ対象

前連結会計年度(平成22年３月31日) 　

契約額等　
（百万円）　

契約額等
のうち１
年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　 　

原則的処理方法

コモディティス
ワップ取引     　

変動受取・固定
支払　

　原材料 1,463 － 28 　

合計 1,463 － 28 　

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定している。

　

　当連結会計年度（平成23年３月31日）

　

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨及び商品関連
　該当事項はない。　

　

(2)金利関連

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

　

　
市場取引
以外の取
引

金利オプション取引     　

売建 400 － △3 △3 　
合計 400 － △3 △3 　

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定している。

　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　該当事項はない。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度又は退職一時金制度を設けている。ま

た、当社及び一部の連結子会社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けている。なお、従業員の退職

等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合が

ある。また、確定給付企業年金に対して、当社において退職給付信託を設定している。

 

２．退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △10,566 △10,496

(2）年金資産（百万円） 3,939 3,780

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △6,627 △6,715

(4）未認識過去勤務債務（百万円） 543 465

(5）未認識数理計算上の差異（百万円） 836 982

(6）連結貸借対照表計上額純額

(3)＋(4)＋(5)（百万円）
△5,247 △5,267

(7）前払年金費用（百万円） － －

(8）退職給付引当金(6)－(7)（百万円） △5,247 △5,267

前連結会計年度

（平成22年３月31日）

当連結会計年度

（平成23年３月31日）

（注）　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。

（注）　　　　　　 　　同左
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３．退職給付費用に関する事項

 前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(1）勤務費用　（注）１（百万円） 472 511

(2）利息費用（百万円） 184 199

(3）期待運用収益（百万円） △44 △55

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） 77 77

(5）数理計算上の差異の費用処理額

（百万円）
263 229

(6）その他　（注）２（百万円） 103 106

(7）退職給付費用(1)～(6)計

（百万円）
1,056 1,068

前連結会計年度

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、(1）勤務費用に計上している。

（注）１．　　　　　　 同左

　　　２．「(6）その他」は、確定拠出への拠出額である。 　　　２．　　　　　　 同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

割引率 2.0％ 同左

期待運用収益率 2.0％ 同左

過去勤務債務の額の処理年数 10年 同左

数理計算上の差異の処理年数 10年 同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
 （平成22年３月31日）

当連結会計年度
  （平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

繰延税金資産   

未払賞与 714百万円

未払事業税 93 

貸倒引当金 101 

退職給付引当金 2,132 

確定拠出年金未払計上否認 123 

役員退職慰労引当金 127 

未実現固定資産売却益 792 

ゴルフ会員権評価損 139 

繰越欠損金 182 

その他 756 

繰延税金資産小計 5,163 

評価性引当額 △1,106 

繰延税金資産計 4,056 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △150 

その他有価証券評価差額金 △194 

繰延ヘッジ損益 △11 

子会社取得に伴う時価評価替 △282 

繰延税金負債計 △638 

繰延税金資産の純額 3,417 

　

繰延税金資産   

未払賞与 715百万円

未払事業税 161 

貸倒引当金 102 

退職給付引当金 2,157 

確定拠出年金未払計上否認 3 

役員退職慰労引当金 106 

未実現固定資産売却益 791 

ゴルフ会員権評価損 125 

繰越欠損金 154 

その他 912 

繰延税金資産小計 5,232 

評価性引当額 △838 

繰延税金資産計 4,393 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △150 

その他有価証券評価差額金 △187 

子会社取得に伴う時価評価替 △283 

その他 △29 

繰延税金負債計 △650 

繰延税金資産の純額 3,743 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.8％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
2.5
 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.4

 

住民税均等割 0.7 

研究費税額控除 △5.2 

持分法による投資損失 1.2  

評価性引当額 2.5 

その他 1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
42.6
 

 

法定実効税率 39.8％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
2.3
 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.7

 

住民税均等割 0.6 

研究費税額控除 △4.8 

持分法による投資利益 △1.7  

評価性引当額 △4.0 

その他 1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
33.2
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（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成23年３月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

  有形固定資産撤去時に当該資産に含有するアスベスト等の有害物質を除去する法的義務及び事務所等の不

動

産賃貸借契約に伴う原状回復義務に対して資産除去債務を計上している。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から６年～31年と見積り、割引率は1.36％～2.27％を使用して資産除去債務の金額を計

算している。　

ハ　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 211百万円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 2

時の経過による調整額 4

期末残高 218

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

　　　び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　　　を適用したことによる期首時点における残高である。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

項目
電池・電気
機器部門
（百万円）

コンデンサ
部門

（百万円）

合成樹脂
製品部門
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

　　売上高
46,485 7,263 19,090 72,839 － 72,839

(2）セグメント間の

　　内部売上高又は

　　振替高

0 － － 0 (0) －

計 46,485 7,263 19,090 72,840 (0) 72,839

営業費用 43,381 6,925 17,286 67,592 (16) 67,575

営業利益 3,104 338 1,804 5,247 16 5,264

Ⅱ　資産、減価償却費

　　及び資本的支出
      

資産 26,102 10,300 13,571 49,974 6,966 56,940

減価償却費 2,393 330 1,714 4,439 47 4,486

資本的支出 1,701 4,409 725 6,835 211 7,047

　（注）１．事業区分の方法…製品の機能別種類により区分している。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電池・電気

機器部門

鉛蓄電池（自動車用、二輪車用、フォークリフト用、産業用、電力貯蔵用、小形制御弁式）、リ

チウムイオン電池（産業用）、リチウムイオンキャパシタ、ニッケルカドミウム蓄電池、ア

ルカリ蓄電池（ポケット式、焼結式）、充電器、電源システム機器（直流電源装置、無停電電

源装置、電力貯蔵用電源装置）、カートシステム（バッテリー式乗用ゴルフカート、エンジ

ン式乗用ゴルフカート、電動ゴルフカート、バッグ搬送車）

コンデンサ

部門
アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、蒸着製品

合成樹脂製

品部門

熱硬化性樹脂成形品、熱可塑性樹脂成形品、複合電装成形品、単層押出シート、多層押出シー

ト、加飾シート、高反射シート、電気絶縁用積層板、プリント配線板用銅張積層板、多層プリ

ント配線板用内層回路入り銅張積層板（シールド板）、高耐熱多層材料、電気絶縁高熱伝導

材料

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,966百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に係る資産である。

４．減価償却費には、のれん償却額が含まれている。

５．資本的支出には、のれん及び新規連結子会社取得時の有形・無形固定資産の増加額が含まれている。　

６．追加情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」１．に記載の通り、当連結会計年度においてコンデン

サ事業を営む日立エーアイシー㈱を連結の範囲に含めたため、当連結会計年度より新たな事業区分として「コ

ンデンサ部門」を設定している。　
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 アジア　 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,163 2,620 8,784

Ⅱ　連結売上高（百万円）   72,839

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
8.5 3.6 12.1

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア…中国、台湾

(2）その他…欧州、北米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

　　（１）報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

である。

　当社グループは、製品の機能別に事業を統括する部門を置き、各事業統括部門は、取り扱う製品につい

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。

　したがって、当社グループは、事業統括部門を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、

「電池・電気機器部門」、「コンデンサ部門」及び「合成樹脂製品部門」の３つを報告セグメントとし

ている。

　

　　（２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　各報告セグメントに属する製品の種類は以下の通りである。

報告セグメント 主要製品

電池・電気機器

部門

鉛蓄電池（自動車用、二輪車用、フォークリフト用、産業用、電力貯蔵用、小形制御弁式）、リチウ

ムイオン電池（産業用）、リチウムイオンキャパシタ、アルカリ蓄電池（ポケット式、焼結式）、

充電器、電源システム機器（直流電源装置、無停電電源装置、電力貯蔵用電源装置）、蓄電制御シ

ステム、カートシステム（バッテリー式乗用ゴルフカート、エンジン式乗用ゴルフカート、電動ゴ

ルフカート、バッグ搬送車）

コンデンサ部門 アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、蒸着製品

合成樹脂製品

部門

熱硬化性樹脂成形品、熱可塑性樹脂成形品、複合電装成形品、単層押出シート、多層押出シート、加

飾シート、電気絶縁用積層板、プリント配線板用銅張積層板、多層プリント配線板用内層回路入り

銅張積層板（シールド板）、高耐熱多層材料、電気絶縁高熱伝導材料

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一である。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。　

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。　
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

電池・電気
機器部門

コンデンサ
部門

合成樹脂
製品部門

計

売上高       
外部顧客への売上高 46,485 7,263 19,09072,839 － 72,839
セグメント間の内部売上
高又は振替高

0 － － 0 △0 －

計 46,485 7,263 19,09072,840 △0 72,839
セグメント利益 3,104 338 1,804 5,247 16 5,264
セグメント資産 26,102 10,300 13,57149,974 6,96656,940
その他の項目       
減価償却費 2,393 322 1,714 4,430 47 4,478
のれんの償却額　 － 8 － 8 － 8
持分法適用会社への投資
額　 

1,494 479 － 1,973 － 1,973

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額　 

1,701 4,409 725 6,835 211 7,047

　（注）１．調整額は、以下のとおりである。

　　 (１)　セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去16百万円である。

     (２)　セグメント資産の調整額6,966百万円は、主なものは当社での余資運用資金（現金及び有価証券）、

           繰延税金資産及び管理部門に係る資産である。

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　 ３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、のれん及び新規連結子会社取得時の有形・無形固定資産の増

       加額が含まれている。

　 ４．追加情報

　　   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」１．に記載の通り、当連結会計年度においてコンデン

　 　サ事業を営む日立エーアイシー㈱を連結の範囲に含めたため、当連結会計年度より新たな事業区分として「コ

   　ンデンサ部門」を設定している。

　

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 78/117



当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

電池・電気
機器部門

コンデンサ
部門

合成樹脂
製品部門

計

売上高       
外部顧客への売上高 57,177 15,244 19,61192,032 － 92,032
セグメント間の内部売上
高又は振替高

4 2　 － 6 △6 －

計 57,181 15,246 19,61192,039 △6 92,032
セグメント利益 4,645 775 1,584 7,005 16 7,022
セグメント資産 33,330 10,441 11,70255,473 7,12462,597
その他の項目       
減価償却費 2,235 680 1,574 4,490 79 4,570
のれんの償却額　 － 16 － 16 － 16
持分法適用会社への投資
額　 

1,633 504 － 2,137 － 2,137

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額　 

4,026 324 1,522 5,873 184 6,057

　（注）１．調整額は、以下のとおりである。

　　 (１)　セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去16百万円である。

　　 (２)　セグメント資産の調整額7,124百万円は、主なものは当社での余資運用資金（現金及び有価証券）、

　　　　　 繰延税金資産及び管理部門に係る資産である。

 　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 （単位：百万円）　

 車両用電池
産業用電池・　
電気機器

コンデンサ 成形品 電子材料 合計

外部顧客への売上高 32,236 24,940　 15,244 14,448 5,162 92,032

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

                                                       （単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

78,029 8,834 5,168 92,032

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、

記載を省略している。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はない。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）　

 
電池・電気

機器部門　

コンデンサ

部門　

合成樹脂

製品部門　
全社・消去 合計

当期償却額 － 16 － － 16

当期末残高 － 58 － － 58

　

　なお、平成22年４月１日前に発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりである。

（単位：百万円）

 
電池・電気

機器部門　

コンデンサ

部門　

合成樹脂

製品部門　
全社・消去 合計

当期償却額 － － △35 － △35

当期末残高 － － △106 － △106

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はない。

　

（追加情報）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　　

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用

している。　
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

日立化成ビ
ジネスサー
ビス㈱

東京都
千代田区

140

情報システ
ムの開発、運
用及び事務
機器のリー
ス等

－
資金の運用
調達
役員の兼任

当社手形債
権の譲渡

4,602－ －

資金の貸付
（純額）

 3,850
短期貸
付金  

 3,850

資金の借入
（純額）

 4,600
長期借
入金  

 4,600

同一の親
会社を持
つ会社

日立アセッ
トファン
ディング㈲

東京都
港区 

 3

売掛債権、貸
付債権その
他指名金銭
債権の買取 

－
売掛債権の
譲渡 

当社売掛債
権の譲渡

 991 －  －

　（注）　取引金額については消費税等を含んで表示している。

　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　借入金利や貸付金利については、市場金利を勘案して金利を決定している。 

　　債権譲渡取引については、基本契約書を締結し、債権の譲渡を行っている。 

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱日立製作所（東京証券取引所市場第一部、大阪証券取引所市場第一部、名古屋証券取引所市場第一部、福岡証

券取引所、札幌証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場）

日立化成工業㈱（東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社は日立ビークルエナジー㈱であり、その要約財務諸表は以下のとおりで

ある。

 日立ビークルエナジー㈱

流動資産合計 1,780百万円

固定資産合計 0百万円

流動負債合計 11,009百万円

固定負債合計 0百万円

純資産合計 △9,228百万円

売上高 2,273百万円

税引前当期純利益金額 △9,986百万円

当期純利益金額 △9,994百万円
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

日立化成ビ
ジネスサー
ビス㈱

東京都
千代田区

140

情報システ
ムの開発、運
用及び事務
機器のリー
ス等

－
資金の運用
・調達
役員の兼任

当社手形債
権の譲渡

4,642－ －

資金の貸付
（純額）

 50
短期貸
付金  

 3,900

資金の借入
（純額）

 －
長期借
入金  

 4,600

同一の親
会社を持
つ会社

日立アセッ
トファン
ディング㈲

東京都
港区 

 3

売掛債権、貸
付債権その
他指名金銭
債権の買取 

－
売掛債権の
譲渡 

当社売掛債
権の譲渡

 1,434－ －

　（注）　取引金額については消費税等を含んで表示している。

　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　借入金利や貸付金利については、市場金利を勘案して金利を決定している。 

　　債権譲渡取引については、基本契約書を締結し、債権の譲渡を行っている。 

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱日立製作所（東京証券取引所市場第一部、大阪証券取引所市場第一部、名古屋証券取引所市場第一部、福岡証

券取引所、札幌証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場）

日立化成工業㈱（東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社は日立ビークルエナジー㈱であり、その要約財務諸表は以下のとおりで

ある。

 日立ビークルエナジー㈱

流動資産合計 1,426百万円

固定資産合計 0百万円

流動負債合計 17,637百万円

固定負債合計 0百万円

純資産合計 △16,210百万円

売上高 1,616百万円

税引前当期純利益金額 △6,973百万円

当期純利益金額 △6,981百万円
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額    469円64銭

１株当たり当期純利益金額   53円97銭

１株当たり純資産額    540円14銭

１株当たり当期純利益金額   88円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

当連結会計年度末
（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 23,844 27,422

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ 0

（うち少数株主持分） (－) (0)

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
23,844 27,422

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株）
50,771,868 50,768,302

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 2,740 4,507

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,740 4,507

期中平均株式数（株） 50,775,464 50,770,368
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　当社は、平成22年５月27日開催の取締役会において、海外

子会社を設立することを決議した。

(１)目的

　自動車の海外生産の加速に伴い、新興国をはじめとする成

長市場への事業展開を図るため、タイに自動車用鉛蓄電池

の製造・販売会社を設立する。

(２)設立する子会社の概要

　①商号　　

　　Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.（仮

　　称）

　②事業内容　

　　自動車用鉛蓄電池の製造及び販売

　③設立時期　

　　平成22年８月　（予定）

　④資本金

　　345,000,000タイバーツ（日本円約1,000百万円）

　（予定）

　⑤出資比率

　　100% 

　該当事項はない。

　

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はない。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,903 4,205 1.85 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 1,400 1.69 －

１年以内に返済予定のリース債務 37 45 1.78 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,500 5,913 1.87
平成24年９月～

27年５月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 123 112 1.77
平成24年４月～

28年３月　

その他有利子負債 － － － －

計 10,563 11,677 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 4,600 500 813 －

リース債務 43 41 23 4

　

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以

下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略している。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（百万円）   19,582　 23,762 24,423　     24,264

税金等調整前四半期純利益金

額（百万円）
1,118　 1,917　 2,356　 1,351　

四半期純利益金額（百万円） 693　 1,269　 1,515　 1,029

１株当たり四半期純利益金額

（円）
13.65　　 25.00　   29.85    20.27
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,155 1,178

受取手形 669 670

売掛金 ※2
 13,673

※2
 14,684

たな卸資産 ※4
 4,262

※4
 5,192

前払費用 3 0

繰延税金資産 1,197 901

短期貸付金 ※2
 5,320 4,200

未収入金 513 644

その他 43 32

貸倒引当金 △679 △21

流動資産合計 26,159 27,483

固定資産

有形固定資産

建物 8,340 8,694

減価償却累計額 △6,224 △6,459

建物（純額） ※1
 2,115

※1
 2,234

構築物 1,523 1,540

減価償却累計額 △1,172 △1,226

構築物（純額） ※1
 351

※1
 313

機械及び装置 31,413 33,519

減価償却累計額 △27,009 △27,867

機械及び装置（純額） ※1
 4,404

※1
 5,651

車両運搬具 50 67

減価償却累計額 △47 △51

車両運搬具（純額） 2 15

工具、器具及び備品 9,450 9,513

減価償却累計額 △8,668 △8,769

工具、器具及び備品（純額） ※1
 781

※1
 743

土地 ※1
 1,061

※1
 1,061

リース資産 111 137

減価償却累計額 △14 △39

リース資産（純額） 96 97

建設仮勘定 46 52

有形固定資産合計 8,860 10,170

無形固定資産

ソフトウエア 107 255

施設利用権 23 23

その他 104 58

無形固定資産合計 236 336
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,329 1,281

関係会社株式 5,756 6,787

出資金 4 4

関係会社出資金 1,247 2,283

関係会社長期貸付金 ※2
 2,600

※2
 2,600

長期前払費用 0 2

繰延税金資産 1,500 1,812

敷金及び保証金 216 236

その他 464 427

貸倒引当金 △175 △176

投資損失引当金 △3,647 △4,292

投資その他の資産合計 9,297 10,968

固定資産合計 18,393 21,476

資産合計 44,553 48,959

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 5,914

※2
 6,201

短期借入金 ※2
 5,089

※2
 5,755

1年内返済予定の長期借入金 － 1,400

リース債務 37 45

未払金 ※2
 1,151

※2
 905

設備関係未払金 227 718

未払費用 1,998 2,542

未払法人税等 589 966

前受金 43 125

預り金 965 1,017

株主、役員又は従業員からの預り金 3 2

その他 74 88

流動負債合計 16,095 19,768

固定負債

長期借入金 ※1
 6,500

※1
 5,100

リース債務 123 112

退職給付引当金 3,654 3,624

役員退職慰労引当金 249 212

資産除去債務 － 135

その他 84 80

固定負債合計 10,612 9,266

負債合計 26,707 29,035

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

 87/117



(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,546 2,546

資本剰余金

資本準備金 3,007 3,007

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 3,007 3,008

利益剰余金

利益準備金 636 636

その他利益剰余金

特別償却準備金 － －

固定資産圧縮積立金 8 8

別途積立金 4,073 4,073

繰越利益剰余金 7,377 9,491

利益剰余金合計 12,095 14,209

自己株式 △91 △95

株主資本合計 17,558 19,668

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 270 255

繰延ヘッジ損益 17 －

評価・換算差額等合計 287 255

純資産合計 17,846 19,924

負債純資産合計 44,553 48,959
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 60,760 71,122

売上原価

製品期首たな卸高 2,046 1,509

当期製品製造原価 ※2, ※3
 46,581

※2, ※3
 54,547

合計 48,627 56,057

他勘定振替高 ※1
 11

※1
 16

製品期末たな卸高 1,509 1,842

製品売上原価 47,107 54,197

売上総利益 13,653 16,925

販売費及び一般管理費

販売手数料 46 63

荷造運搬費 2,799 3,240

給料 1,484 1,921

退職給付費用 284 232

従業員賞与 637 783

減価償却費 47 356

研究開発費 ※3
 1,730

※3
 1,876

貸倒引当金繰入額 486 －

その他 2,751 3,721

販売費及び一般管理費合計 10,269 12,196

営業利益 3,383 4,728

営業外収益

受取利息 40 44

受取配当金 54 88

業務受託料 ※2
 137

※2
 135

受託共同研究収入 64 －

貸倒引当金戻入額 － ※2
 657

その他 243 267

営業外収益合計 540 1,193

営業外費用

支払利息 106 127

固定資産処分損 108 －

投資損失引当金繰入額 ※4
 187

※4
 644

業務受託費用 137 －

支払リベート 102 －

その他 212 674

営業外費用合計 854 1,446

経常利益 3,069 4,475
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 155 －

特別利益合計 155 －

特別損失

災害による損失 － ※5
 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 103

特別損失合計 － 122

税引前当期純利益 3,225 4,353

法人税、住民税及び事業税 1,249 1,575

法人税等調整額 855 4

法人税等合計 2,105 1,579

当期純利益 1,120 2,773
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   33,19871.5 40,71674.2

Ⅱ　労務費   6,56414.1 7,30313.3

Ⅲ　経費        

１．減価償却費  2,348  2,145  

２．電力料  1,015  1,129  

３．その他  3,298 6,66314.4 3,610 6,88512.5

当期総製造費用   46,426100.0 54,905100.0

期首半製品・仕掛品た
な卸高

  1,700  1,528 

合計   48,126  56,434 

他勘定振替高 ※  17  △161 

期末半製品・仕掛品た
な卸高

  1,528  2,048 

当期製品製造原価   46,581  54,547 

　（注）１．原価計算の方法は、一般品は総合原価計算により、特殊品は個別原価計算による。

材料費は標準出庫単価を使用し、製造経費は、標準経費率を使用し、また、製品完成時の入庫価格も標準単価

を使用する。

標準額と実際額との差額は、決算時に税法の規定するところにより調整を行い、たな卸資産及び売上原価に

配賦する。ただし、上記差額が総製造費用の１％未満の場合は、特に調整を行わず、全額売上原価に算入する。

２．※他勘定振替高の内訳

項目 前事業年度 当事業年度
研究開発費（百万円） 17 △161
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,546 2,546

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,546 2,546

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,007 3,007

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,007 3,007

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

前期末残高 3,007 3,007

当期変動額

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 3,007 3,008

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 636 636

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 636 636

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 0 －

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

固定資産圧縮積立金

前期末残高 9 8

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 8 8

別途積立金

前期末残高 4,073 4,073

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,073 4,073

繰越利益剰余金

前期末残高 6,814 7,377

当期変動額

特別償却準備金の取崩 0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 0 0

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 1,120 2,773

当期変動額合計 563 2,114

当期末残高 7,377 9,491

利益剰余金合計

前期末残高 11,533 12,095

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 1,120 2,773

当期変動額合計 561 2,113

当期末残高 12,095 14,209

自己株式

前期末残高 △82 △91

当期変動額

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △9 △3

当期末残高 △91 △95
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 17,005 17,558

当期変動額

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 1,120 2,773

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 552 2,110

当期末残高 17,558 19,668

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 48 270

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

222 △15

当期変動額合計 222 △15

当期末残高 270 255

繰延ヘッジ損益

前期末残高 41 17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△24 △17

当期変動額合計 △24 △17

当期末残高 17 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 89 287

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

197 △32

当期変動額合計 197 △32

当期末残高 287 255
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 17,095 17,846

当期変動額

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 1,120 2,773

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 197 △32

当期変動額合計 750 2,078

当期末残高 17,846 19,924
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法に基づく原価法

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

 

 

 

 時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

 

 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として総平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく薄価切り

下げの方法により算定）によっている。

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用している。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用している。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。

 機械装置　　６～８年 機械装置　　５～８年　

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用している。

　なお、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間に基づ

く定額法を採用している。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用している。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっている。 

(3）リース資産

同左　

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　貸倒損失に備えるため、主として、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上している。

(1）貸倒引当金

 同左

 (2）投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備え

るため、投資先の財政状態の実情を勘案

し、必要額を計上している。

(2）投資損失引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してい

る。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することにしている。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上している。　

(4）役員退職慰労引当金

同左

 　なお、当社は平成20年４月１日付をもっ

て役員の退職慰労金制度を廃止したた

め、同日以前に就任している役員に対す

る平成20年３月31日における要支給額を

計上し、同日以降の引当金計上を行って

いない。

　

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約及びコモディ

ティスワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ対象…買掛金及び原材料  

 (3）ヘッジ方針

　為替リスク及び原材料の価格変動リス

クをヘッジする目的に限定している。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の変動

額の比率分析で判定している。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ている。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（工事契約に関する会計基準）

　当事業年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を適用している。

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は無い。

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用している。　

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ６百万円、

税引前当期純利益は110百万円減少している。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（損益計算書）

１．前事業年度まで区分掲記していた「地代家賃」（当事

業年度・479百万円）は販売費及び一般管理費の100分の

５以下となったため、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示している。

２．前事業年度まで区分掲記していた「役員報酬」（当事

業年度・474百万円）は販売費及び一般管理費の100分の

５以下となったため、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示している。　

３．前事業年度まで区分掲記していた「不動産賃貸料」

（当事業年度・51百万円）は営業外収益の100分の10以

下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

している。

４．前事業年度まで区分掲記していた「受取保険金」（当

事業年度・３百万円）は営業外収益の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「その他」に含めて表示して

いる。

５．「受託共同研究収入」は、前事業年度は営業外収益の

「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記している。

　　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「受託共

同研究収入」は44百万円である。

６．「固定資産処分損」は、前事業年度は営業外費用の

「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記している。

　　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「固定資

産処分損」は134百万円である。

７．「支払リベート」は、前事業年度は営業外費用の「そ

の他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記している。　

　　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「支払リ

ベート」は104百万円である。

（損益計算書）

１．前事業年度まで区分掲記していた「受託共同研究収

入」（当事業年度・21百万円）は営業外収益の100分の

10以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて

表示している。

２．「貸倒引当金戻入額」は、前事業年度は営業外収益の

「その他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記している。

　　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「貸倒引

当金戻入額」は12百万円である。

３．前事業年度まで区分掲記していた「固定資産処分損」

（当事業年度・115百万円）は営業外費用の100分の10以

下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示

している。

４．前事業年度まで区分掲記していた「業務受託費用」

（当事業年度・135百万円）は営業外費用の100分の10以

下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示

している。

５．前事業年度まで区分掲記していた「支払リベート」

（当事業年度・106百万円）は営業外費用の100分の10以

下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示

している。　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１　下記の資産は、長期借入金の担保に供している。 ※１　下記の資産は、長期借入金の担保に供している。 

財団担保に供している有形固定資産 財団担保に供している有形固定資産

建物　　（帳簿価額）      1,439百万円

機械装置（　 〃 　）      2,743百万円

その他　（　 〃 　）      713百万円

計      4,896百万円

建物　　（帳簿価額）      1,402百万円

機械装置（　 〃 　）      4,302百万円

その他　（　 〃 　）      921百万円

計      6,625百万円

上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務

長期借入金       500百万円 長期借入金       500百万円

※２　関係会社に関する項目

　関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

ある。

(1）流動資産

※２　関係会社に関する項目

　関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

ある。

(1）流動資産

売掛金      2,466百万円

短期貸付金      1,470百万円

売掛金      2,347百万円

　      

(2）固定資産 (2）固定資産

関係会社長期貸付金      2,600百万円

(3）流動負債

買掛金      1,026百万円

未払金       446百万円

短期借入金     2,149百万円

関係会社長期貸付金      2,600百万円

(3）流動負債

買掛金      798百万円

未払金       493百万円

短期借入金     2,815百万円

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメント

　運転資金の効率的な調達を行うため、連結子会社４社

と当座貸越契約を締結している。この契約に基づく当

事業年度末の貸出未実行残高は次のとおりである。

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメント

　運転資金の効率的な調達を行うため、連結子会社４社

と当座貸越契約を締結している。この契約に基づく当

事業年度末の貸出未実行残高は次のとおりである。

当座貸越極度額      6,000百万円

貸出実行残高      100百万円

差引額      5,900百万円

当座貸越極度額      6,000百万円

貸出実行残高      300百万円

差引額      5,700百万円

※４　たな卸資産の内訳は、次のとおりである。

製品    1,970百万円

仕掛品    1,067百万円

原材料     1,223百万円

　なお、製品には半製品を含めている。 

※４　たな卸資産の内訳は、次のとおりである。

製品    2,452百万円

仕掛品    1,438百万円

原材料     1,301百万円

　なお、製品には半製品を含めている。 

　５　偶発債務

債務保証 

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っている。

保証先 金額(百万円) 内容
日立蓄電池（東
莞）有限公司

708借入債務

　

　５　偶発債務

債務保証 

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っている。

保証先 金額(百万円) 内容
日立蓄電池（東
莞）有限公司

1,805借入債務
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　他勘定振替高内訳 ※１　他勘定振替高内訳

研究開発費    11百万円 研究開発費    16百万円

※２　関係会社に関する項目 ※２　関係会社に関する項目

関係会社からの仕入高     12,059百万円 関係会社からの仕入高     13,719百万円

関係会社に対する営業外収益は次のとおりである。 関係会社に対する営業外収益は次のとおりである。

業務受託料     137百万円 業務受託料     135百万円

貸倒引当金戻入額     657百万円

　

※３　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発

費

※３　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発

費

          2,353百万円           2,510百万円

※４　投資損失引当金繰入額  ※４　投資損失引当金繰入額　

　営業外費用は、日立ビークルエナジー㈱に対する投資

損失引当金の繰入額である。　

　

　営業外費用は、日立蓄電池（東莞）有限公司に対する

投資損失引当金の繰入額である。

※５　災害による損失　

　平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を

計上しており、その内訳は以下のとおりである。

棚卸資産の滅失損失 0百万円

災害資産の原状回復に要する費用 0百万円

災害による操業休止期間中の固定費 18百万円

地震保険受取見込額 △0百万円

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 153 9 － 163

合計 153 9 － 163

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加である。

 

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 163 5 1 167

合計 163 5 1 167

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加である。

          普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売渡による減少である。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主として、車輌及び電子計算機（「車両及び運搬

具」、「工具、器具及び備品」）である。

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

                     同左

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりである。

　

②　リース資産の減価償却の方法

                     同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりである。

同左

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具、器具
及び備品

318 261 57

その他 62 44 18
合計 381 306 75

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具、器具
及び備品

82 73 9

その他 32 29 3
合計 115 103 12

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内       64百万円

１年超       12百万円

合計       77百万円

１年内       12百万円

１年超       －百万円

合計       12百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料       93百万円

減価償却費相当額       89百万円

支払利息相当額   1百万円

支払リース料       65百万円

減価償却費相当額       62百万円

支払利息相当額   0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左　

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっている。

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度 (平成22年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式2,656百万円、関連会社株式3,099百万円）は、

　市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。　

　

　当事業年度 (平成23年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式3,613百万円、関連会社株式3,174百万円）は、

　市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。　

　

（税効果会計関係）

                     前事業年度
（平成22年３月31日）

                     当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 1,500

関係会社株式評価減 521

投資損失引当金 1,451

確定拠出年金未払計上否認 123

未払賞与 453

その他 953

繰延税金資産小計 5,004

評価性引当額 △2,111

繰延税金資産計 2,893

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △5

その他有価証券評価差額金 △178

繰延ヘッジ損益 △11

繰延税金負債計 △195

繰延税金資産の純額 2,697

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 1,508

関係会社株式評価減 521

投資損失引当金 1,708

未払賞与 454

その他 818

繰延税金資産小計 5,010

評価性引当額 △2,111

繰延税金資産計 2,899

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △5

その他有価証券評価差額金 △168

その他 △10

繰延税金負債計 △184

繰延税金資産の純額 2,714

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 　39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
2.7

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.5

住民税均等割 0.9

研究費税額控除 △7.6

評価性引当額 29.6

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.3

 

法定実効税率 　39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
2.5

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.7

住民税均等割 0.7

研究費税額控除 △6.5

市民税超過税率分 0.4

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.3
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（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年３月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

  有形固定資産撤去時に当該資産に含有するアスベスト等の有害物質を除去する法的義務及び事務所等の不

動

産賃貸借契約に伴う原状回復義務に対して資産除去債務を計上している。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から６年～31年と見積り、割引率は1.36％～2.27％を使用して資産除去債務の金額を計

算している。

ハ　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 129百万円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 2

時の経過による調整額 2

期末残高 135

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

　　　び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　　　を適用したことによる期首時点における残高である。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 351円50銭

１株当たり当期純利益金額 22円07銭

１株当たり純資産額 392円46銭

１株当たり当期純利益金額 54円63銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度末

（平成22年３月31日）
当事業年度末

（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 17,846 19,924

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
17,846 19,924

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株）
50,771,868 50,768,302

　　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,120 2,773

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,120 2,773

期中平均株式数（株） 50,775,464 50,770,368
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　当社は、平成22年５月27日開催の取締役会において、海外

子会社を設立することを決議した。

(１)目的

　自動車の海外生産の加速に伴い、新興国をはじめとする成

長市場への事業展開を図るため、タイに自動車用鉛蓄電池

の製造・販売会社を設立する。

(２)設立する子会社の概要

　①商号　　

　　Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.（仮

　　称）

　②事業内容　

　　自動車用鉛蓄電池の製造及び販売

　③設立時期　

　　平成22年８月　（予定）

　④資本金

　　345,000,000タイバーツ（日本円約1,000百万円）

　（予定）

　⑤出資比率

　　100% 

　該当事項はない。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他

有価証

券

日産自動車㈱ 733,000 540

㈱オートバックスセブン 100,257 314

㈱小松製作所 35,460 100

㈱タカショー 158,400 58

光洋電機㈱ 16,600 49

日本電信電話㈱ 11,200 41

㈱みずほフィナンシャルグループ 273,000 37

日本シイエムケイ㈱ 78,000 28

㈱大黒ヂーゼル工業所 6,000 21

日立建機㈱ 10,000 20

その他　15銘柄 416,564 67

計 1,838,481 1,281

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

105/117



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        
建物 8,340 436 81 8,694 6,459 247 2,234

構築物 1,523 18 1 1,540 1,226 55 313

機械及び装置 31,413 3,165 1,059 33,519 27,867 1,867 5,651

車両運搬具 50 18 1 67 51 5 15

工具、器具及び備品 9,450 664 601 9,513 8,769 692 743

土地 1,061 － － 1,061 － － 1,061

リース資産 111 26 － 137 39 25 97

建設仮勘定 46 52 46 52 － － 52

計 51,997 4,381 1,792 54,586 44,415 2,894 10,170

無形固定資産        
ソフトウエア 317 206 101 422 167 59 255

施設利用権 252 － － 252 229 0 23

その他 112 10 42 80 22 14 58

計 682 217 144 755 419 74 336

長期前払費用 5 3 1 6 4 1 2

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主なものは、次のとおりである。

（機械及び装置） 電池・電気機器生産設備 2,431百万円

 合成樹脂製品生産設備 733

（工具、器具及び備品） 電池・電気機器生産設備 531

 合成樹脂製品生産設備 128

２．当期減少額の主なものは、次のとおりである。

（機械及び装置） 電池・電気機器生産設備 722百万円

 合成樹脂製品生産設備 336

（工具、器具及び備品） 電池・電気機器生産設備 354

 合成樹脂製品生産設備 215

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 854 1 － 658 197

投資損失引当金 3,647 644 － － 4,292

役員退職慰労引当金 249 － 37 － 212

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権及び貸倒懸念債権に対する引当金の戻入額である。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 7

預金  

普通預金 1,170

小計 1,170

合計 1,178

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

中部コウベ電池㈱ 103

服部電池㈱ 69

関西バッテリー㈱ 22

明星電気㈱ 21

㈱朝日電機 21

その他 431

合計 670

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成23年４月 95

５月 101

６月 199

７月 246

８月 27

９月 －

10月以降 －

合計 670
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③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日立バッテリー販売サービス㈱ 1,966

ソフトバンクモバイル㈱ 1,291

日産自動車㈱ 1,232

㈱ＮＴＴファシリティーズ 980

㈱豊田自動織機 507

その他 8,705

合計 14,684

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

13,673 74,624 73,613 14,684 83.4 69.3

　（注）　消費税等を含めて表示している。

④　たな卸資産

品名 金額（百万円）

製品  

蓄電池 2,222

電気機器 35

合成樹脂製品 194

小計 2,452

仕掛品  

蓄電池 699

電気機器 353

合成樹脂製品 386

小計 1,438

原材料  

蓄電池関係 830

電気機器関係 94

合成樹脂製品関係 376

小計 1,301

合計 5,192
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⑤ 短期貸付金

区分 金額（百万円）

日立化成ビジネスサービス㈱ 3,900

日立エーアイシー㈱ 300

合計 4,200

⑥ 関係会社株式

区分 金額（百万円）

日立ビークルエナジー㈱ 2,400

日立エーアイシー㈱ 1,977

Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd. 956

台湾神戸電池（股） 774

新神戸プラテックス㈱ 453

その他 225

合計 6,787

⑦　関係会社長期貸付金　

相手先 金額（百万円）

日立エーアイシー㈱ 2,600

合計 2,600

　

⑧　買掛金

相手先 金額（百万円）

日本板硝子㈱ 601

新神戸プラテックス㈱ 562

東邦亜鉛㈱ 470

三菱商事ユニメタルズ㈱ 317

日立バッテリー販売サービス㈱ 193

その他 4,056

合計 6,201
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⑨　短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 1,600

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,340

日立バッテリー販売サービス㈱ 1,196

その他 1,618

合計 5,755

　（注）　平均利率　0.66％　

⑩　未払費用

相手先 金額（百万円）

未払賞与 1,238

その他 1,304

合計 2,542

　

⑪  長期借入金 

相手先 金額（百万円）

日立化成ビジネスサービス㈱ 4,600

日本生命保険（相） 500

合計 5,100

　（注）　平均利率　1.18％

⑫　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 8,173

年金資産 △3,150

未認識過去勤務債務 △465

未認識数理計算上の差異 △932

合計 3,624

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日その他取締役会が定める日　

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

 （特別口座）

東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階）

東京証券代行株式会社　本店

株主名簿管理人

 （特別口座）

東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階）

東京証券代行株式会社

取次所 ──────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。

http://www.shinkobe-denki.co.jp/

但し、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生

じたときは、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 該当事項なし。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外

の権利を有していない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第88期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月24日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成22年６月24日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第89期第１四半期）（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月13日関東財務局長に提出

（第89期第２四半期）（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月12日関東財務局長に提出

（第89期第３四半期）（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　平成22年６月29日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書である。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

新神戸電機株式会社(E01895)

有価証券報告書

113/117



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２２年６月２４日

新神戸電機株式会社    

 執行役社長　伊藤　繁　殿  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻　　幸一　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる新神戸電機株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい
て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する
意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新神戸電
機株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、新神戸電機株式会社の平成２
２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報
告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること
にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が
ある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、新神戸電機株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２３年６月２８日

新神戸電機株式会社    

 執行役社長　伊藤　繁　殿  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻　　幸一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる新神戸電機株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連
結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連
結財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新神戸電
機株式会社及び連結子会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、新神戸電機株式会社の平成２
３年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報
告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること
にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が
ある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、新神戸電機株式会社が平成２３年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２２年６月２４日

新神戸電機株式会社    

 執行役社長　伊藤　繁　殿  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻　　幸一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新神戸電機株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８８期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新神戸電機株

式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２３年６月２８日

新神戸電機株式会社    

 執行役社長　伊藤　繁　殿  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻　　幸一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新神戸電機株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第８９期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新神戸電機株

式会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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